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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自平成18年
４月１日
至平成18年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成18年
４月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

事業収益(百万円) 1,024,873 1,125,401 1,072,758 2,120,623 2,197,416

経常利益(百万円) 5,015 55,940 16,056 14,897 62,802

中間（当期）純利益又は純損失

（△）(百万円)
6,812 5,689 34,994 △15,174 12,310

純資産額(百万円) 230,395 231,099 232,845 230,001 213,274

総資産額(百万円) 1,765,061 2,087,142 2,020,609 2,095,604 1,984,526

１株当たり純資産額（円） 118.80 115.86 115.15 115.19 106.98

１株当たり中間(当期)純利益又は純

損失（△）（円）
3.82 3.11 19.13 △8.41 6.73

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 12.0 10.2 10.4 10.1 9.9

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
52,180 103,390 89,008 102,449 147,134

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
△45,731 △34,005 △97,604 △60,224 △38,714

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
△28,618 △58,971 △13,849 △17,899 △106,148

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高(百万円)
118,093 195,231 157,196 183,521 180,461

従業員数（名） 46,049 50,352 49,238 50,232 48,177

　（注）１．事業収益には消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間

自平成18年
４月１日
至平成18年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成18年
４月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

事業収益(百万円) 735,850 884,905 912,928 1,582,792 1,735,035

経常利益又は損失（△）(百万円) △4,155 44,993 8,844 29 46,602

中間(当期)純利益又は純損失（△）

(百万円)
783 2,435 34,896 △24,257 △6,771

資本金(百万円) 95,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数（千株） 1,783,473 1,829,361 1,829,361 1,829,361 1,829,361

純資産額(百万円) 202,740 195,040 179,860 198,730 165,733

総資産額(百万円) 1,571,799 1,923,271 1,875,414 1,936,632 1,850,353

１株当たり純資産額（円） 113.68 106.62 98.32 108.63 90.60

１株当たり配当額(円) － － － － －

１株当たり中間(当期)純利益又は純

損失（△）(円)
0.44 1.33 19.08 △13.44 △3.70

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益(円)
－ － － － －

自己資本比率(％) 12.9 10.1 9.6 10.3 9.0

従業員数(名) 14,087 16,548 16,263 17,321 15,847

　（注）１．事業収益には消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、航空運送事業、航空運送関連事業、旅行企画販売事業、カード・リー

ス事業、その他事業を営んでおり、当中間連結会計期間における事業内容の重要な変更はない。

  また、当社は、平成20年４月１日に当社の完全親会社である株式会社日本航空の100%子会社であった日本アジア航

空株式会社と当社を存続会社として合併している。

　なお、連結子会社、持分法適用会社の異動については、次項「関係会社の状況」に記載している。

３【関係会社の状況】

(1) 新規

　　　　当中間連結会計期間において、以下の会社を新たに連結子会社としている。

名称 住所
資本金又は
出資金

(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有割合
役員の派遣
状況

資金援助
(貸付金)
(百万円)

営業上の取引
設備の
賃貸借

業務
提携

直接
（％）

間接
（％）

合計
（％）

当社
役員
(名)

当社
社員
(名)

　株式会社JALマイ

レージバンク

東京都

品川区　

　

40

　情報管理

・計算事務

代行業務

100.0 － 100.0 － 2 なし　

情報管理・

計算事務業務

委託等　

　

　なし なし　

(2)　除外

　従来、連結子会社で航空貨物取扱業を行っていた成田ロジスティック・ターミナル株式会社は、平成20年４月１

日に、株式会社JALカーゴサービス（連結子会社）と合併、消滅している。

　また、従来、連結子会社で航空券卸売業を行っていたジェイ　インテル株式会社は、平成20年９月30日に清算して

いる。

　さらに、従来、連結子会社で旅行業を行っていたJALPAK INTERNATIONAL U.S.A.,INC.は、平成20年９月30日に保

有株式を売却しており、当中間期連結会計期間において連結子会社から除外している。

  従来、連結子会社で旅行業を行っていたJALPAK MALAYSIA SDN.BHD.は、平成20年９月30日に保有株式を売却

しており、当中間期連結会計期間において連結子会社から除外している。

　また、従来、連結子会社で、オプショナルツアー企画・販売・運営を行っていたTOUR CREATE, INC.、およびホテ

ルルームの卸販売を行っていたHAWAII HOTEL RESERVATIONS SYSTEMS,INC.は、平成20年４月１日に、

JALPAK INTERNATIONAL HAWAII, INC.（連結子会社）と合併、消滅している。

　さらに、従来、持分法適用会社で海外旅行商品の企画販売を行っていたアジア旅行開発株式会社は、当社の親会社

である株式会社日本航空の子会社であった日本アジア航空株式会社が当社を存続会社として合併したことにより

当社の子会社となったが、平成20年８月27日に清算している。
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４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

航空運送事業 21,350

航空運送関連事業 22,058

旅行企画販売事業 2,722

カード・リース事業 267

その他事業 2,841

合計 49,238

　（注）従業員数は就業人員である。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

 従業員数（名）

地上社員 6,590

運航乗務員 3,179

客室乗務員 6,494

合計 16,263

　（注）１．使用人兼務取締役及び出向者等（4,309名）、休職者（1,410名）は含まない。

２．客室乗務員には契約社員（624名）を含んでいる。

(3）労働組合の状況

　労使関係について特に記載すべき事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社日本航空インターナショナル(E04272)

半期報告書

 5/80



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間の世界経済をみると、中国やインドでは高めの成長が続きましたが、米国ではサブプライム

ローン問題等に起因する金融資本市場の動揺、設備投資や生産の低迷、住宅投資の大幅減少、個人商品の伸び悩み等

から景気は停滞したほか、ユーロ圏やアジアでも、輸出の減速やエネルギー・食料品価格の高騰を背景とした消費

の伸び悩み等から景気減速が鮮明になるなど、全体として世界景気は一段と減速傾向が強まりました。

　日本経済についても、海外経済の減速から輸出の増勢が鈍化したほか、原材料・エネルギー価格の高騰を背景とし

た企業収益の悪化から設備投資や生産が弱含みました。また、雇用者所得の低迷から個人消費も伸び悩むなど、全体

として国内景気は減速傾向を辿りました。

 

　この間、JALグループを取り巻く環境は、燃油価格が引き続き高水準で推移したほか、海外・国内景気の減速明確化

等を背景として航空需要が伸び悩むなど厳しい状況が続きました。

 こうしたなか、JALグループでは、いかなる厳しい環境下においても安定的に利益を確保できる体質を構築するた

めに2008年２月に策定した「2008-2010年度JALグループ再生中期プラン」（以下「新再生中期プラン」）に沿っ

て、あらゆるコストの削減、商品競争力の強化、収益性の改善等に鋭意取り組みました。

 

　国際線旅客では、関西＝広州線、中部＝釜山線の運航機材を中型機ボーイング767から小型機ボーイング737-800型

機へ、成田＝ニューヨーク線、成田＝サンフランシスコ線の運航機材をボーイング747-400からボーイング777-300ER

へ変更するなど機材のダウンサイジングを積極的に進め需給適合による収益性の改善に努めたほか、ビジネス需要

の旺盛な成田＝ニューヨーク線、成田＝パリ線、成田＝モスクワ線、成田＝杭州線、成田＝釜山線を増便するなど、高

成長・高収益路線への経営資源のシフトを更に進めました。また、７月からは、羽田＝香港線をデイリー運航で開設

するなど、羽田発のチャーター便を大幅に増強しました。この結果、2008年度の羽田発チャーター便は昨年度の約

280便を大幅に上回る約800便まで拡大する予定です。

　この間、ワンワールドメンバーであるブリティッシュ・エアウエイズおよびフィンランド航空とコードシェアの

拡充を図ったほか、中国東方航空との間でも、コードシェア対象路線を大幅に拡大しました。JALグループの中国線

は、中国内13地点37路線週間325便（2008年９月末現在）となり、日中の航空企業間最大のネットワークは一段と拡

充されました。更には、東アジアで中国に次ぐ高い経済成長を維持し日本企業の進出も目覚しいベトナムと日本と

の間のネットワークを一層拡充するため、８月より名古屋（中部）＝ハノイ線でもコードシェア運航を開始し、利

便性の向上に努めました。当該提携拡大により、JALグループのベトナム線は、６路線週間36便へと更に拡大しまし

た。

　また、昨年よりラウンジやファーストクラス・エグゼクティブクラスのチェックインカウンターなどのリニュー

アルを進めていた成田空港においては、本年４月にエコノミークラスカウンターもリニューアルオープンし、新型

自動チェックイン機やプレミアムエコノミー専用カウンターを設置しました。更には、搭乗手続き前にX線検査機に

よる手荷物検査を受けることなく直接チェックインカウンターに進める「インライン・スクリーニング・システ

ム」を導入したほか、国内線から国際線への乗り継ぎ専用の出口審査場や保安検査場の設置により、JALの国内線か

ら国際線への最短乗継時間が大幅に短縮するなど（従来の80分から60分に短縮）、当社の基幹空港である成田空港

の利便性と快適性は大幅に向上しました。

　なお、北京オリンピックが開催された本年は、JALはJOCのオフィシャルパートナーとして、羽田＝北京間日本代表

応援チャーター便の運航、「がんばれ！ニッポン！」特別塗装機の運航、「がんばれ！ニッポン！」機内食のご提

供など、種々の施策を実施し、需要喚起とオリンピックムードの醸成に努めました。

　国内線旅客では、燃油費高騰で費用が膨らむなか、収益性の向上を企図し、路線の見直しと機材のダウンサイジン

グを引き続き進めました。運賃面では、航空他社、及び新幹線との競争が激化するなか、利便性の向上のため、急な旅

程にもご利用できるビジネス向けの割引運賃「JALビジネスきっぷ」を新設しました。さらに航空利用拡大のため

「先得割引」をJALグループの全国内線に拡大したほか、インターネットによる旅行商品「ダイナミックパッケー

ジ」の拡大、団体ツアーの商品拡大など需要喚起に努めました。夏場については、７月18日～８月31日の間、JALグ

ループ国内線全路線を対象に東京ディズニーリゾートfiとイオングループとのタイアップによる「JAL国内線ナツ

ナツトクトクキャンペーン」を実施しました。

 

　国際線貨物では、収益性の向上の観点からボーイング747在来型貨物専用機の退役を進めており、2008年度末には

同型機の退役を完了する予定にあるほか、「新再生中期プラン」で掲げた「こだわりの品質」の強化の観点から、

基本品質の向上に加え、お客様の多様なニーズを捉えた高付加価値商品「J PRODUCTS」の拡充に努めました。具体

的には、2008年６月に緊急貨物需要にお応えするハンドキャリーサービス「J CARRY」（便出発3時間前までに受

託し最速便に搭乗）を開始したほか、８月には物流全体の輸送リードタイム短縮を目的とした「J DIRECT」（未通
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関貨物の空港直接搬入）の販売を開始しました。

　

　新再生中期プランの骨子のひとつであるプレミアム戦略の拡充に関しては、国際旅客では、昨年12月に成田＝ロン

ドン線に、本年２月に成田＝フランクフルト線に導入し大変ご好評を頂いている「JALプレミアムエコノミー」

サービスを、本年4月には成田＝パリ線に、８月には成田＝ニューヨーク線（JL006/005便）に、９月には成田＝サン

フランシスコ線に拡大しました。同時に、成田＝ニューヨーク線(JL006/005便)、サンフランシスコ線では、運航機材を

ボーイング777-300ER型機へ変更し、「空に浮かぶスイートルーム」をコンセプトとするファーストクラス新シー

ト（JALスイート）と「進化したシェルフラット」であるエグゼクティブクラス新シート（JALシェルフラット　ネ

オ）を新たに投入したほか、ファーストクラスでは機内サービスも一新し、「睡眠」と「健康」にこだわった最上

級のおもてなしを提供しております。一方、国内旅客についても、昨年12月の羽田＝伊丹線でのサービス開始以降、

高い評価をいただいております「JALファーストクラス」を本年４月には羽田＝福岡線にも導入しました。さらに、

６月には羽田＝札幌線に導入したほか、７月には、羽田＝伊丹線のデイリー15往復全便に拡大しました。

　また、「JALファーストクラス」のサービス拡大に併せて、本年６月には新千歳空港内サクララウンジに、７月には

伊丹空港内サクララウンジに、一般のセキュリティーゲートに並ぶ必要のない専用エントランスを「JALファース

トクラス」および「JMBダイヤモンド」、「JGCプレミアム」会員のお客様向けに設置し、一層の利便性向上を図り

ました。

　また、日本最大のマイレージプログラムである「JALマイレージバンク（JMB）」については、マイルの有効期限

を従来の「翌々年の12月末まで」から「36ケ月後の月末まで」に拡大するなど、よりご利用しやすいプログラムに

刷新したこともあり、2008年９月末のJMBの会員数は2,153万人を突破いたしました。

 

　なお、JALグループでは「地球環境」に対する企業の社会的責任が高まるなか、環境への取り組みを経営の重要課

題と位置付け、従来取り組んできた地球環境に係わる対応をいっそう強化・推進するため、本年４月に「空のエ

コ」宣言を発表しました。国際線航路上空の大気観測や上空からの森林火災情報提供などJALならではの環境活動

を推進するとともに、燃費効率の良い機材への更新や機内搭載品の軽量化、エンジン洗浄の頻度増加、運航方式の変

更等様々な燃油消費量削減策により二酸化炭素排出量を2010年度までに1990年度対比で有効トンキロ輸送量当た

り20%削減することを目標とします。また、現役機長が空から見た地球の現状やJALグループの環境への取り組み等

を出張講座形式で主に小中学生に伝える「そらいく」を2007年秋より開始しており、本年度は９月までに全国各地

で既に13回開催しました。

　

　当中間連結会計期間の航空運送セグメントの売上高は路線の見直しや機材のダウンサイジングの着実な進展によ

り供給が前年を下回るなか、第１四半期好調であった国際旅客収入が前年同期を上回ったほか、国内旅客収入もほ

ぼ前年同期並みとなったこと等から、全体で前年同期を247億円上回りましたが、連結子会社であったPACIFIC　

FUEL TRADING CORPORATION(以下「PFTC」)が株式売却により連結から外れたことや旅行企画販売セグメント

の減収を主因に、連結の売上高は、前年同期比526億円減少の１兆727億円となりました。一方、費用面では、燃油価格

が依然高水準で推移するなか、機動的な燃油ヘッジに加え如上の燃油消費量削減に向けた様々な取り組み等によ

り、そのインパクトの可能な限りの吸収に努めましたが、最終的には燃油費は前年同期比増加となりました。　　

　しかしながら、燃油費以外のコストはグループをあげて費用削減に取り組んだ効果の顕在化から多くの費目で前

年同期を下回ったほか、PFTCが連結から外れたこともあり、連結の営業費用は同271億円減少の１兆438億円となり

ました。この結果、当中間連結会計期間の連結ベースでの営業利益は同254億円減の289億円、経常利益は同398億円

減の160億円となり、また中間純利益は前年同期に比べ特別利益が増加し、特別損失が減少したことから、同293億円

増の349億円となりました。　　　　　　
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①　事業の種類別セグメントの業績

（セグメント間売上高・損益を含みます）

航空運送事業セグメント

  国際線旅客の供給は、引き続き新再生中期プランの達成に向けて、路線の見直しや機材のダウンサイジングを着

実に進めました。一方、需要については、観光需要が引き続き低調に推移したほか、第１四半期まで好調であったビ

ジネス需要についても、夏場以降景気の減速が鮮明になるにつれて伸び悩みました。この結果、路線別にみても、食

の問題が続いている中国線をはじめとしてオセアニア線、グアム線が前年を大幅に下回ったほか、米州線、欧州線、

東南アジア線も前年割れで低調に推移しました。また、第１四半期に前年を上回って好調であった韓国線やハワイ

線も夏場以降伸び悩みました。

　これらの結果、有償旅客キロ（RPK）は前年同期比6.0%減少し、有償座席利用率（L/F）も同4.4ポイント低下の

67.4%となりました。この間、単価は、旅客構成の変化（ファースト・ビジネスクラス比率の向上）、運賃・燃油サー

チャージの引き上げ等を主因に上昇したことから、国際旅客収入は同7.9%増の3,938億円となりました。

 

　国内線旅客の供給は、収益性の向上を企図した路線の見直しや機材のダウンサイジングの促進を図りました。需要

については、引き続き個人旅客が伸び悩みましたが、団体旅客が前年同期を上回って推移したことから、全体では有

償旅客キロ（RPK）ベースで前年同期比0.8%の増加となりました。この結果、有償座席利用率（L/F）は同1.4ポイン

ト増加の64.6%となりました。また単価については、全旅客に占める団体旅客比率の上昇や、個人旅客における運賃

構成の変化等により前年同期を下回った結果、国内旅客収入は、同0.1%減の3,525億円となりました。

 

　国際線貨物の供給については、引き続き燃油価格が高水準で推移するなか、収益性の向上を企図しボーイング747

在来型貨物専用機の退役を進めました。

　一方、国際線貨物の需要については、世界的な景気減速や円高等の影響があるなか、競合他社の供給減もあり東南

アジア線が堅調だったほか、供給を増やした中国線も前年同期を上回りましたが、供給を減らした米州線や欧州線

は前年同期を下回りました。この間、単価については、高付加価値商品「J PRODUCTS」の拡充や販売努力のほか、燃

油サーチャージの見直しもあり上昇した結果、国際貨物収入は同11.3%増の954億円となりました。

　国内線貨物については、きめ細かな販売施策が奏効したほか、ゆうパックが貨物扱いになったこと等から需要・単

価とも前年を上回りました。

　国際線郵便は、需要が日本発・米州発とも堅調に推移しました。また、国内郵便は、ゆうパックの貨物扱いへの変更

から、需要は前年を下回りました。

 

　この間、燃油価格（シンガポールケロシン）は、2008年度に入って更に騰勢を強め、４～６月に１バレル当たり125

～175ドルの高水準のレンジで推移したのち、７月には一時180ドルを突破しました。その後、世界景気の減速もあり

燃油価格は低下に転じましたが、８～９月も１バレル当たり110～150ドルと依然前年同期を大幅に上回って推移し

ました。こうした状況下、当社は機動的なヘッジに加え、機材のダウンサイジングを始めとする燃油消費量の削減に

積極的に取り組みました。また、航空運送セグメントの燃油費以外の費用は、コスト削減への自助努力の継続・深化

により、ほぼ全ての費目で前年同期を下回りました。そのほか、プレミアム戦略等各種増収施策にも取り組み、可能

な限り燃油高騰のインパクトの吸収に努めました。

　以上により、航空運送セグメントの売上高は前年同期比247億円増の9,420億円、営業利益は同244億円減の243億円

となりました。
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　部門別売上高は、次のとおりである。

科目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

構成比
（％）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

構成比
（％）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

構成比
（％）

国際線       

旅客収入（百万円） 364,826 39.8 393,810 41.8 714,448 39.8

貨物収入（百万円） 85,751 9.3 95,408 10.2 177,388 9.9

郵便収入（百万円） 4,523 0.5 4,509 0.5 9,730 0.5

手荷物収入（百万円） 914 0.1 843 0.1 1,847 0.1

小計（百万円） 456,016 49.7 494,572 52.5 903,415 50.3

国内線       

旅客収入（百万円） 352,766 38.5 352,576 37.4 677,437 37.7

貨物収入（百万円） 13,924 1.5 17,488 1.9 27,862 1.5

郵便収入（百万円） 4,995 0.5 2,440 0.3 10,122 0.6

手荷物収入（百万円） 167 0.0 154 0.0 307 0.0

小計（百万円） 371,853 40.5 372,659 39.6 715,730 39.8

国際線・国内線合計

（百万円）
827,870 90.2 867,232 92.1 1,619,145 90.1

その他の航空運送収益

（百万円）
31,659 3.5 33,532 3.5 63,793 3.5

付帯事業収入（百万円) 57,752 6.3 41,254 4.4 114,436 6.4

合計（百万円） 917,282 100.0 942,018 100.0 1,797,375 100.0

　連結輸送実績は、次のとおりである。

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

国際線     

有償旅客数 （人） 6,089,858 6,075,858 12,148,385

有償旅客キロ （千人・キロ） 29,247,198 27,493,085 57,922,001

有効座席キロ （千席・キロ） 40,749,286 40,815,887 80,317,700

有償座席利用率 （％） 71.8 67.4 72.1

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 2,121,812 2,030,594 4,238,817

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 84,529 95,259 189,125

有償（合計）トン・キロ （千トン・キロ） 4,916,296 4,673,386 9,794,817

有効トン・キロ （千トン・キロ） 7,309,402 7,289,231 14,424,869

有償重量利用率 （％） 67.3 64.1 67.9

国内線     

有償旅客数 （人） 21,371,061 21,402,602 41,904,924

有償旅客キロ （千人・キロ） 16,159,645 16,283,460 31,746,470

有効座席キロ （千席・キロ） 25,552,379 25,215,238 50,085,682

有償座席利用率 （％） 63.2 64.6 63.4

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 197,802 234,540 396,053

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 42,076 15,384 86,632

有償（合計）トン・キロ （千トン・キロ） 1,450,922 1,470,212 2,861,730

有効トン・キロ （千トン・キロ） 2,996,808 3,004,082 5,878,950

有償重量利用率 （％） 48.4 48.9 48.7

合計     

有償旅客数 （人） 27,460,919 27,478,460 54,053,009
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

有償旅客キロ （千人・キロ） 45,406,843 43,776,545 89,668,471

有効座席キロ （千席・キロ） 66,301,665 66,031,125 130,403,382

有償座席利用率 （％） 68.5 66.3 68.8

有償貨物トン・キロ （千トン・キロ） 2,319,614 2,265,134 4,634,870

郵便トン・キロ （千トン・キロ） 126,605 110,643 275,757

有償（合計）トン・キロ （千トン・キロ） 6,367,218 6,143,598 12,656,547

有効トン・キロ （千トン・キロ） 10,306,210 10,293,313 20,303,819

有償重量利用率 （％） 61.8 59.7 62.3

　（注）１．旅客キロは、各区間有償旅客数（人）に該当区間距離（キロ）を乗じたものであり、輸送量（トン・キロ）

は、各区間輸送（トン）に当該区間距離（キロ）を乗じたものである。

２．区間距離は、IATA（国際航空運送協会）、ICAO（国際民間航空機構）の統計資料と同じ算出基準の大圏距離

方式で算出してある。

３．国際線：㈱日本航空インターナショナル＋㈱ジャルウェイズ

国内線：㈱日本航空インターナショナル＋日本トランスオーシャン航空(株)＋（株）ジャルエクスプレ

ス＋（株）ジェイエア＋琉球エアーコミューター（株）＋日本エアコミューター（株）＋（株）

北海道エアシステム
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航空運送関連事業セグメント

　機内食販売を行う㈱ティエフケーは、一部外国社の撤退や旅客減の影響を受けたものの、羽田発国際線チャーター

や国内線ファーストクラスサービス等の増収要素もあり収益はほぼ前年並みを確保しました。その一方で、光熱費

等の費用が増加したため減益となりました。

航空運送関連事業セグメントの売上高は前年同期比670億円減の1,050億円、営業利益は同3億円減の14億円となりま

した。

（注）減収減益の主な要因は、子会社であったPFTCを売却したことによるものです。

旅行企画販売事業セグメント

　㈱ジャルパックは、昨年度後半から継続している中国方面の不振に加え、景気減速や燃油サーチャージの上昇によ

る需要低迷等から全方面で前年を下回る集客となり、減収減益となりました。

㈱ジャルツアーズは、価格競争激化により旅行代金単価が下落したものの、ブランドや価格等お客様の志向性に

合った商品提供等が奏功し、中部を除く全方面で集客人数が前年を上回ったことから増収増益となりました。

旅行企画販売事業セグメントの売上高は前年同期比184億円減の1,802億円、営業利益は同１億円減の９億円となり

ました。

カード・リース事業セグメント

　㈱ジャルカードは、三菱東京UFJ銀行との資本提携に伴うカード事業以外の部門の分離が減収要素となりました

が、カード会員限定の「JALビジネスきっぷ」の積極的な新規会員獲得施策により2008年9月末会員数が前年同期比

13%増の約214万人となったことで取扱高が増加し、増収増益となりました。

カード・リース事業セグメントの売上高は前年同期比２億円増の109億円、営業利益は同８億円増の22億円となり

ました。

その他事業セグメント

　予約システム事業を営む㈱アクセス国際ネットワークは、世界的な航空需要の減退や円高の影響により航空予約

料収入が減少し、減収減益となりました。

また、ホテル事業を営む㈱JALホテルズが、ホテル日航ウインズ成田、ホテル日航ベイサイド大阪の営業終了等によ

り減収減益となったことに加え、子会社であったNIKKO HOTELS (U.K.) LTD、　HOTEL NIKKO SAIPAN,INCを売却

したこともあり、その他事業セグメントの売上高は、前年同期比74億円減の417億円、営業利益は同11億円減の２億

円となりました。

②　所在地別セグメントの業績

　全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が、90％を超えているため、記載を省略しています。

　

(2）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は1,571億円となり、前年同期比380億円の減少、また前

連結会計年度末と比べ232億円の減少となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　  税金等調整前中間純利益447億円に減価償却費等の非資金項目、営業活動に係る債権・債務の加減算等を行った　　　

    結果、営業活動によるキャッシュ・フロー（インフロー）は前年同期比143億円減の890億円となりました。

 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

  　固定資産の売却による収入が前年同期比191億円減少し、固定資産の取得による支出が同229億円増加したほか、

　　有価証券の取得による支出および定期預金の預入による支出が増加となったことから、投資活動によるキャッシ

　　ュ・フロー（アウトフロー）は同635億円増の△976億円となりました。

 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

    長期借入金の返済による支出が前年同期比142億円増加したものの、社債の償還による支出が同320億円の減少と

　　なったことから、財務活動によるキャッシュ・フロー（アウトフロー）は451億円減の△138億円となりました。　　
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当グループは、生産、受注及び販売に該当する業種・業態がほとんどないため「業績等の概要」に含めて記載してお

ります。

３【対処すべき課題】

  当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

 　   当社は、平成20年７月１日、当社の子会社である株式会社ジャルカードの株式の一部である3,950株（発行済株式

　　　総数の49.375％）を、株式会社三菱東京UFJ銀行に譲渡致しました。また、同時に、当社と株式会社ジャルカー

　　　ド、株式会社三菱東京UFJ銀行、三菱UFJニコス株式会社及び株式会社ジェーシービーは、クレジット事業に係わる

　　　提携を行いました。 

５【研究開発活動】

　「研究開発費等に係る会計基準」に合致する研究開発費を発生させる活動はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

(1）航空機

　当中間連結会計期間においての異動は、以下のとおりです。

会社名 機種 機数（機） 異動年月・事由

提出会社 ボーイング747F型 2
平成20年５月売却

平成20年８月売却

 ボーイング747F型 1 平成20年８月購入

 ボーイング747LR型 1 平成20年５月売却

 ボーイング747LR型　 2 平成20年６月購入　

 ボーイング777型　 3

平成20年６月購入

平成20年７月購入

平成20年８月購入　

 ダグラスMD-87型 2
平成20年４月売却

平成20年５月売却　

日本トランスオーシャン航

空株式会社
ボーイング737-400型 2

平成20年６月購入

平成20年８月購入

なお、当中間連結会計期間におけるタイムリースを除く新たな航空機リース契約の概要は以下のとおりです。

会社名 機種 機数（機） リース期間

提出会社
賃借航空機

（オペレーティングリース）
  

 ボーイング767型 1 平成32年６月29日　

 ボーイング737-800型 4 平成32年８月28日

　（注）　リース期間は当該機種の最終日を表示している。

   （２）事業所

 　　　　当中間連結会計期間において、主要な事業所の異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当中間連結会計期間に下記のと　　

　おり変更しました。

 

　当社は、ボーイング787型35機の受領開始時期を平成20年度から平成21年度の予定に変更しました。

(2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりです。

会社名 設備の内容
投資予定総額（百万
円）

受領予定時期

提出会社
　航空機

（ボーイング767型　９機購入）
167,328 　平成22年度以降

　 （ボーイング777型　２機購入） 66,922 　平成22年度以降　

　 （ボーイング737-800型　10機購入） 80,197 　平成22年度以降　

　　　　また、当社は、ボーイング747LR型２機ならびにボーイング747F型２機を平成20年度に売却する予定です。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,000,000,000

計 6,000,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年12月４日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,829,361,418 1,829,361,418 非上場 －

計 1,829,361,418 1,829,361,418 － －

 (注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年４月１日～

平成20年９月30日
― 1,829,361 ― 100,000 ― 25,000

（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社日本航空 東京都品川区東品川二丁目４番11号 1,829,361 100
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,829,361,000 1,829,361 －

単元未満株式
普通株式

　
418 －　 －

発行済株式総数
普通株式

　
1,829,361,418 －　 －

総株主の議決権 　 －　 1,829,361 －

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【株価の推移】

　当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長

安全推進本部長、

企業風土改革推進

担当、地球環境部

担当

代表取締役専務　

安全推進本部長、

企業風土改革推進

担当、地球環境部

担当

　岸田　清 平成20年10月１日　

常務取締役　 運航本部長 取締役　 運航本部長　 　原藤　輝男 平成20年10月１日　

代表取締役副社長

安全推進本部長、

ご被災者相談室

長、企業風土改革

推進担当、地球環

境部担当　

代表取締役副社長

　

安全推進本部長、

企業風土改革推進

担当、地球環境部

担当　

　岸田　清 平成20年12月１日　

常務取締役

ヒューマンリソー

ス担当、健康管理

室長　

常務取締役　

ヒューマンリソー

ス担当、健康管理

室長、ご被災者相

談室長　

　安中　俊夫 平成20年12月１日　
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成している。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

いる。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年

９月30日）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）の中間財務諸表に

ついては、新日本監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）の中間財務諸表については、

新日本有限責任監査法人により中間監査を受けている。

　なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人となっ

ている。
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 196,394 159,170 180,865

受取手形及び営業未収入金 ※4
 280,310 270,898 242,052

有価証券 ※4
 12,791

※4
 34,959

※4
 8,795

貯蔵品 ※4
 88,371

※4
 93,144

※4
 90,544

繰延税金資産 2,167 2,293 2,523

その他 164,684 150,511 168,714

貸倒引当金 △2,657 △2,869 △3,613

流動資産合計 742,061 708,107 689,882

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※4
 163,071

※4
 112,341

※4
 116,092

機械装置及び運搬具（純額） ※4
 31,576

※4
 30,120

※4
 30,294

航空機（純額） ※4
 721,420

※4
 748,179

※4
 716,281

土地 ※4
 41,558

※4
 35,617

※4
 35,174

建設仮勘定 115,917 115,607 113,237

その他（純額） 18,228 16,285 17,597

有形固定資産合計 ※1, ※2
 1,091,773

※1, ※2
 1,058,153

※1, ※2
 1,028,678

無形固定資産

ソフトウエア 76,541 ※4
 81,489

※4
 81,690

その他 1,266 910 957

無形固定資産合計 77,808 82,399 82,647

投資その他の資産

投資有価証券 ※5, ※4
 60,261

※4
 55,441

※4
 55,485

長期貸付金 12,950 12,456 12,718

繰延税金資産 6,553 5,577 5,396

その他 98,096 ※4
 101,068

※4
 112,276

貸倒引当金 △2,362 △2,595 △2,559

投資その他の資産合計 175,499 171,949 183,318

固定資産合計 1,345,081 1,312,502 1,294,644

資産合計 2,087,142 2,020,609 1,984,526
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 275,766 282,377 264,844

短期借入金 135,887 171,850 148,430

1年内償還予定の社債 38,000 35,000 18,000

1年内返済予定の長期借入金 ※4
 108,321

※4
 123,851

※4
 133,901

未払法人税等 4,388 2,723 3,777

繰延税金負債 12,169 91 15,185

独禁法関連引当金 11,543 － 2,003

その他 ※4
 223,348

※4
 245,190

※4
 216,152

流動負債合計 809,425 861,083 802,296

固定負債

社債 62,000 27,000 62,000

長期借入金 ※4
 707,908

※4
 639,028

※4
 650,967

繰延税金負債 11,810 10,424 18,863

退職給付引当金 127,280 94,198 94,201

独禁法関連引当金 － 5,835 15,210

その他 ※4
 137,617

※4
 150,193

※4
 127,712

固定負債合計 1,046,617 926,680 968,955

負債合計 1,856,042 1,787,763 1,771,252

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000 100,000

資本剰余金 90,674 97,294 90,674

利益剰余金 △7,912 36,089 △1,599

株主資本合計 182,761 233,384 189,075

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,245 △1,335 2,524

繰延ヘッジ損益 26,808 △16,889 8,175

為替換算調整勘定 △2,859 △4,515 △4,070

評価・換算差額等合計 29,194 △22,739 6,628

少数株主持分 19,143 22,200 17,570

純資産合計 231,099 232,845 213,274

負債純資産合計 2,087,142 2,020,609 1,984,526
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②【中間連結損益計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
損益計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

事業収益 1,125,401 1,072,758 2,197,416

事業費 893,008 876,627 1,760,483

営業総利益 232,392 196,130 436,933

販売費及び一般管理費

販売手数料 53,890 52,182 103,352

貸倒引当金繰入額 283 180 413

人件費 44,728 41,330 87,181

退職給付費用 5,421 6,361 6,917

社外役務費 14,041 13,602 30,778

減価償却費 9,779 9,508 19,703

その他 49,829 44,033 104,887

販売費及び一般管理費合計 177,974 167,199 353,235

営業利益 54,418 28,930 83,697

営業外収益

受取利息 2,532 1,849 4,834

受取配当金 1,439 403 2,277

為替差益 10,419 － 4,340

持分法による投資利益 1,345 916 1,941

その他 3,722 3,958 7,126

営業外収益合計 19,458 7,127 20,519

営業外費用

支払利息 10,514 9,642 21,061

航空機材処分損 5,506 4,828 11,870

その他 1,915 5,530 8,482

営業外費用合計 17,936 20,002 41,414

経常利益 55,940 16,056 62,802

特別利益

投資有価証券売却益 5,577 17,875 20,417

固定資産売却益 － － ※1
 5,988

パートナーシップ売却益 1,429 － －

厚生年金基金代行返上益 － － 5,528

カード使用権等許諾益 － 23,426 －

その他 1,143 1,554 3,590

特別利益合計 8,150 42,856 35,524
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
損益計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

特別損失

減損損失 ※2
 9,506 － ※2

 13,612

特別退職金 12,403 － 20,016

臨時償却費 － 2,424 9,116

独禁法関連引当金繰入額 11,543 － 17,213

厚生年金基金代行返上損 － 8,798 －

その他 7,101 ※2
 2,947 16,044

特別損失合計 40,554 14,170 76,004

税金等調整前中間純利益 23,537 44,742 22,322

法人税、住民税及び事業税 15,380 7,787 1,992

法人税等調整額 1,972 1,233 6,774

法人税等合計 17,352 9,020 8,766

少数株主利益 495 728 1,245

中間純利益 5,689 34,994 12,310
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
株主資本等変動計算書
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 100,000 100,000 100,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 100,000 100,000 100,000

資本剰余金

前期末残高 90,674 90,674 90,674

当中間期変動額

合併による増加 － 6,620 －

当中間期変動額合計 － 6,620 －

当中間期末残高 90,674 97,294 90,674

利益剰余金

前期末残高 △13,532 △1,599 △13,532

当中間期変動額

中間純利益 5,689 34,994 12,310

連結範囲の変動 △69 － △377

合併による増加 － 2,695 －

当中間期変動額合計 5,619 37,689 11,933

当中間期末残高 △7,912 36,089 △1,599

株主資本合計

前期末残高 177,141 189,075 177,141

当中間期変動額

中間純利益 5,689 34,994 12,310

連結範囲の変動 △69 － △377

合併による増加 － 9,315 －

当中間期変動額合計 5,619 44,309 11,933

当中間期末残高 182,761 233,384 189,075

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 3,297 2,524 3,297

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 1,948 △3,859 △773

当中間期変動額合計 1,948 △3,859 △773

当中間期末残高 5,245 △1,335 2,524

繰延ヘッジ損益

前期末残高 35,316 8,175 35,316

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △8,507 △25,064 △27,140

当中間期変動額合計 △8,507 △25,604 △27,140
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
株主資本等変動計算書
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当中間期末残高 26,808 △16,889 8,175

為替換算調整勘定

前期末残高 △5,032 △4,070 △5,032

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 2,172 △444 961

当中間期変動額合計 2,172 △444 961

当中間期末残高 △2,859 △4,515 △4,070

評価・換算差額等合計

前期末残高 33,581 6,628 33,581

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △4,387 △29,368 △26,952

当中間期変動額合計 △4,387 △29,368 △26,952

当中間期末残高 29,194 △22,739 6,628

少数株主持分

前期末残高 19,277 17,570 19,277

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △134 4,630 △1,707

当中間期変動額合計 △134 4,630 △1,707

当中間期末残高 19,143 22,200 17,570

純資産合計

前期末残高 230,001 213,274 230,001

当中間期変動額

中間純利益 5,689 34,994 12,310

連結範囲の変動 △69 － △377

合併による増加 － 9,315 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △4,521 △24,738 △28,660

当中間期変動額合計 1,098 19,571 △16,726

当中間期末残高 231,099 232,845 213,274
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 23,537 44,742 22,322

減価償却費 55,414 57,094 112,214

有価証券及び投資有価証券売却損益及び評価損(△は
益）

△5,417 △17,844 △18,462

固定資産除売却損益及び減損損失（△は益） 15,239 6,132 21,979

退職給付引当金の増減額（△は減少） 568 △1,169 △32,481

受取利息及び受取配当金 △3,971 △2,252 △7,111

支払利息 10,514 9,642 21,061

為替差損益（△は益） △702 2,845 2,856

持分法による投資損益（△は益） △1,345 △916 △1,941

カード使用権等許諾益 － △23,426 －

受取手形及び営業未収入金の増減額（△は増加） △20,017 △30,489 9,215

貯蔵品の増減額（△は増加） △6,260 △2,059 △9,135

営業未払金の増減額（△は減少） 14,205 17,720 13,733

その他 31,592 15,118 32,506

小計 113,356 75,137 166,757

利息及び配当金の受取額 4,146 2,289 7,790

利息の支払額 △9,761 △10,222 △20,309

カード使用権等許諾による収入 － 23,426 －

法人税等の支払額 △4,349 △1,623 △7,104

営業活動によるキャッシュ・フロー 103,390 89,008 147,134

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △887 △5,906 △992

定期預金の払戻による収入 2,390 298 2,773

固定資産の取得による支出 △88,872 △111,843 △178,533

固定資産の売却による収入 38,496 19,301 114,964

有価証券の取得による支出 － △21,993 △9,012

有価証券の売却及び償還による収入 － 77 10,576

投資有価証券の取得による支出 △1,099 △4,375 △1,051

投資有価証券の売却及び償還による収入 13,130 22,252 15,876

連結範囲変更を伴う子会社株式取得による収入又は支
出（△）

95 － 95

連結範囲変更を伴う子会社株式売却による収入又は支
出（△）

－ △295 4,206

短期貸付金の増減額（△は増加） 2,717 3,944 1,895

長期貸付けによる支出 △771 △510 △1,396

長期貸付金の回収による収入 748 830 1,903

その他 46 616 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,005 △97,604 △38,714
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △14,703 29,671 730

長期借入れによる収入 61,080 44,719 82,786

長期借入金の返済による支出 △52,443 △66,708 △113,416

社債の償還による支出 △50,000 △18,000 △70,000

少数株主への配当金の支払額 △214 △206 △237

その他 △2,690 △3,325 △6,010

財務活動によるキャッシュ・フロー △58,971 △13,849 △106,148

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,297 △3,308 △3,631

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,710 △25,754 △1,360

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △26 △1,698

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 2,515 －

現金及び現金同等物の期首残高 183,521 180,461 183,521

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 195,231

※
 157,196

※
 180,461
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

　子会社203社のうち次に示す11社を含む 

134社が連結の範囲に含められている。

日本トランスオーシャン航空株式会社

株式会社ジャルウェイズ

株式会社ジャル エクスプレス

株式会社JALグランドサービス

株式会社ティエフケー

株式会社JALエアテック

株式会社ジャルパック

株式会社ジャルツアーズ

株式会社JALホテルズ

株式会社アクセス国際ネットワーク

グローバル ビルディング株式会社

  従来、持分法非適用関連会社であった中部

スカイサポート株式会社は、重要性が増し、

また、株式購入により持株比率が増加したた

め、当中間連結会計期間より連結子会社とし

た。

  なお、子会社のうち、JAL FSC LESSEE 

(CHI) COMPANY,LTD.等69社は、連結の範囲

に含まれていない。非連結子会社は、重要性

の観点からみて、いずれもそれぞれ小規模

であり全体としても、中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない。

  次に示す連結子会社については、社名を

それぞれ以下のように変更している。

エイジィエススカイサポート株式会社

　→株式会社JALグランドサポート成田

日本サービス株式会社

　→株式会社JALグランドエアーサービ

　　ス

１．連結の範囲に関する事項

　子会社190社のうち次に示す11社を含む

120社が連結の範囲に含められている。

  　日本トランスオーシャン航空株式会社

　  株式会社ジャルウェイズ

　  株式会社ジャル エクスプレス

 　 株式会社JALグランドサービス

 　 株式会社ティエフケー

　  株式会社JALエアテック

　  株式会社ジャルパック

　  株式会社ジャルツアーズ

　  株式会社JALホテルズ

　  株式会社アクセス国際ネットワ-ク    

　  グローバル ビルディング株式会社

　　 従来、連結子会社であった成田ロジステ

　 ィック・ターミナル株式会社は株式会社

 　 JALカーゴサービスと合併、TOUR　CREATE,

　  INC.及びHAWAII HOTEL　 RESERVATIONS

　  SYSTEMS,INC.はJALPAK　INTERNATIONAL

　  HAWAII,INC.と合併したことにより当中間

  連結会計期間より連結の範囲から除外して　

　

　いる。

　　 また、重要性の観点からジェイ　インテ

ル株式会社は当中間連結会計期間より連結

の範囲から除外している。

  さらに、従来、連結子会社であった

JALPAK INTERNATIONAL U.S.A.,INC.及び

JALPAK MALAYSIA SDN.BHD.は、保有株式

売却に伴い、当中間連結会計期間より連結の

範囲から除外している。

  また、株式会社JALマイレージバンクは

当社の連結子会社である株式会社ジャル

カードを会社分割し、新規設立したため、当

中間連結会計期間より連結の範囲に含めて

いる。  

なお、子会社のうち、下地島空港施設株式

会社等70社は、連結の範囲に含まれていな

い。非連結子会社は、重要性の観点からみ

て、いずれもそれぞれ小規模であり全体と

しても、中間連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていない。

  ジャルアカデミー株式会社については

JALアカデミー株式会社に社名変更してい

る。

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　125社

　連結子会社名は、「第１　企業の概況」の４

関係会社の状況に記載している。

　  従来、持分法非適用関連会社であった中

  部スカイサポート株式会社は、重要性が増

  し、また、株式購入により持株比率が増加

  したため、当連結会計年度より連結子会社

  としている。

従来、連結子会社であった株式会社JALナ

ビア東京は株式会社JALナビア（株式会社

ジャルプラザより社名変更）と合併したこと

により当連結会計年度より連結の範囲から除

外している。

　重要性の観点から首里観光株式会社及び株

式会社ハーレクィンエアを当連結会計年度よ

り連結の範囲から除外している。

　また、NIKKO HOTELS (U.K.) LTD.、

PACIFIC FUEL TRADING CORPORATION、

HOTEL NIKKO SAIPAN,INC.、

MICRONESIAN HOSPITALITY,INC.、旭川リ

ゾート開発株式会社及び苫小牧緑化開発株式

会社は保有株式売却に伴い、当連結会計年度

より連結の範囲から除外している。

　なお、子会社のうち下地島空港施設株式会社

等69社は、連結の範囲には含まれていない。非

連結子会社は、重要性の観点からみて、いずれ

もそれぞれ小規模であり全体としても、連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていない。

　次に示す連結子会社については、社名をそれ

ぞれ以下のように変更している。

　エイジィエススカイサポート株式会社

　　→株式会社JALグランドサポート成田

　日本サービス株式会社

　　→株式会社JALグランドエアーサービス

　株式会社ジャルプラザ

　　→株式会社JALナビア
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社69社及び関連会社85社のう

ち、次に示す20社に対する投資について、持

分法を適用している。

  従来、持分法適用会社であった株式会社

ジャムコは、保有株式売却に伴い持株比率

が減少したため、当中間連結会計期間より

持分法の適用範囲から除外している。

２.持分法の適用に関する事項

非連結子会社70社及び関連会社78社のう

ち、次に示す16社に対する投資について、持

分法を適用している。

  重要性の観点から、従来、持分法適用会社

であったアジア旅行開発株式会社は当中間

連結会計期間より持分法の適用範囲から除

外している。

　

２．持分法の適用に関する事項

　　非連結子会社69社及び関連会社80社のうち、

次に示す17社に対する投資について、持分法

を適用している。

  従来、持分法適用会社であった株式会社

ジャムコ、東京シティ・エアターミナル株式

会社、東京空港交通株式会社及び東京空港冷

暖房株式会社は、保有株式売却により持株比

率が減少したため、当連結会計年度より持分

法の適用範囲から除外している。

（関連会社）

空港施設株式会社

東京空港交通株式会社

福岡空港ビルディング株式会社

大阪空港交通株式会社

名古屋エアケータリング株式会社

東京シティ・エアターミナル株式会社

日本タービンテクノロジー株式会社

千歳空港給油施設株式会社

福岡エアーカーゴターミナル株式会社

株式会社びゅうトラベルサービス

エアフライトジャパン株式会社

株式会社イーマイルネット

株式会社JALインフォテック

株式会社ティエフケイ開発

株式会社JALグループシニアセンター

日東航空整備株式会社

アジア旅行開発株式会社

アビコム・ジャパン株式会社

CARGO CREATIVE SERVICE LTD.

東京空港冷暖房株式会社

なお、非連結子会社のうち、JAL FSC 

LESSEE（CHI）COMPANY,LTD.等69社、及

び関連会社のうち、関西空港交通株式会社

等65社は、持分法の適用範囲に含められて

いない。

　持分法非適用の非連結子会社及び関連会

社については、それぞれ中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がない。

（関連会社）

空港施設株式会社

福岡空港ビルディング株式会社

大阪空港交通株式会社

名古屋エアケータリング株式会社

日本タービンテクノロジー株式会社

千歳空港給油施設株式会社

福岡エアーカーゴターミナル株式会社

株式会社びゅうトラベルサービス

エアフライトジャパン株式会社

株式会社イーマイルネット

株式会社JALインフォテック

株式会社ティエフケイ開発

アビコム・ジャパン株式会社

株式会社JALグループシニアセンター

日東航空整備株式会社

CARGO CREATIVE SERVICE LTD.

 なお、非連結子会社のうち、下地島空港施

設株式会社等70社及び関連会社のうち、関

西空港交通株式会社等62社は、持分法の適

用範囲に含まれていない。

  持分法非適用の非連結子会社及び関連会

社については、それぞれ中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がない。

（関連会社）

空港施設株式会社

福岡空港ビルディング株式会社

大阪空港交通株式会社

名古屋エアケータリング株式会社

日本タービンテクノロジー株式会社

千歳空港給油施設株式会社

福岡エアーカーゴターミナル株式会社

株式会社びゅうトラベルサービス

エアフライトジャパン株式会社

株式会社イーマイルネット

株式会社JALインフォテック

株式会社ティエフケイ開発

アジア旅行開発株式会社

アビコム・ジャパン株式会社

株式会社JALグループシニアセンター

日東航空整備株式会社

CARGO CREATIVE SERVICE LTD. 

　なお、非連結子会社のうち、下地島空港施

設株式会社等69社及び関連会社のうち、関

西空港交通株式会社等63社は、持分法の適

用範囲に含められていない。

　持分法非適用の非連結子会社及び関連会

社については、それぞれ連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がない。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、株式会社オーエフシー

の中間決算日は８月31日であり、次に示す23

社の中間決算日は６月30日である。

INTERNATIONAL IN-FLIGHT CATERING

CO., LTD.

JAL HAWAII, INC.

JAL PASSENGER SERVICES AMERICA,

INC.

JUPITER GLOBAL LIMITED

PACIFIC FUEL TRADING CORPORATION

HOTEL NIKKO SAIPAN, INC.

NIKKO HOTELS（U.K.）LTD.

苫小牧緑化開発株式会社

PACIFIC INVESTMENT HOLDINGS 

CORPORATION

HOTEL NIKKO OF SAN FRANCISCO,

INC.

HOTEL NIKKO（U.S.A.）, INC.

BENKAY（U.S.A.）, INC.

JDC GUAM INC.

JAL CAPITAL CORPORATION

PACIFIC BUSINESS BASE, INC.

JAPAN AIRLINES MANAGEMENT CORP.

JALPAK DE MEXICO S.A.DE C.V.

日航国際旅行社（中国）有限公司

JALTRANS,INC.

CONTACT CUSTOMS CLEARANCE, INC.

UNIVERSAL HOLIDAYS INC.

JALPAK TOUR & TRAVEL

 （THAILAND）CO.,LTD.

P.T.TAURINA TRAVEL JAYA

他の110社の中間決算日は９月30日であ

る。

　上記24社に係る中間連結決算日との間の

連結会社間取引は、重要な不一致について

のみ必要な修正を行うこととしている。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、株式会社オーエフ

シーの中間決算日は８月31日であり、次に

示す19社の中間決算日は６月30日である。

INTERNATIONAL IN-FLIGHT CATERING

CO., LTD.

JAL HAWAII, INC.

JAL PASSENGER SERVICES AMERICA,

INC.

JUPITER GLOBAL LIMITED

PACIFIC INVESTMENT HOLDINGS 

CORPORATION

HOTEL NIKKO OF SAN FRANCISCO,

INC.

HOTEL NIKKO（U.S.A.）, INC.

BENKAY（U.S.A.）, INC.

JDC GUAM INC.

JAL CAPITAL CORPORATION

PACIFIC BUSINESS BASE, INC.

JAPAN AIRLINES MANAGEMENT CORP.

JALPAK DE MEXICO S.A.DE C.V.

日航国際旅行社（中国）有限公司

JALTRANS,INC.

CONTACT CUSTOMS CLEARANCE, INC.

UNIVERSAL HOLIDAYS INC.

JALPAK TOUR & TRAVEL

 （THAILAND）CO.,LTD.

P.T.TAURINA TRAVEL JAYA

他の100社の中間決算日は９月30日であ

る。

　上記20社に係る中間連結決算日との間の連

結会社間取引は、重要な不一致についてのみ

必要な修正を行うこととしている。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社のうち、株式会社オーエフ

シーの決算日は２月29日であり、次に示

す19社の決算日は12月31日である。

 INTERNATIONAL IN-FLIGHT 

CATERING

  CO., LTD.

 JAL HAWAII, INC.  　

 JAL PASSENGER SERVICES AMERICA,

 INC.

 JUPITER GLOBAL LIMITED　　　　　　

 PACIFIC INVESTMENT HOLDINGS 

 CORPORATION　　

 HOTEL NIKKO OF SAN FRANCISCO,

 INC.

 HOTEL NIKKO（U.S.A.）, INC.

 BENKAY（U.S.A.）, INC.

 JDC GUAM INC.

 JAL CAPITAL CORPORATION

 PACIFIC BUSINESS BASE, INC.

 JAPAN AIRLINES MANAGEMEN

T CORP.

 JALPAK DE MEXICO S.A.DE C.V.

 日航国際旅行社（中国）有限公司

 JALTRANS,INC.

 CONTACT CUSTOMS CLEARANCE,

 INC.

 UNIVERSAL HOLIDAYS INC.

 JALPAK TOUR & TRAVEL

（THAILAND）　

 CO.,LTD.

 P.T.TAURINA TRAVEL JAYA

 他の105社の決算日は３月31日である。

 上記20社に係る連結決算日との間の連

結会社間取引は、重要な不一致について

のみ必要な修正を行うこととしている。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　　　   ──────

　その他有価証券

・時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定）により評

価している。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　満期保有目的の債券

  ・償却原価法（定額法）

　その他有価証券

  ・時価のあるもの

          同左

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　  ──────

　　     その他有価証券

・時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移

動平均法により算定）により評価し

ている。 

・時価のないもの

　主として、移動平均法に基づく原価

法により評価している。

・時価のないもの

同左

　

・時価のないもの

同左

　

　

   　②　デリバティブ

　時価法により評価している。

　

   　②　デリバティブ

同左

　

   　②　デリバティブ

同左

③　たな卸資産

　主として移動平均法に基づく原価法

により評価している。

③　たな卸資産

　主として移動平均法による原価法によっ

ている（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）。

　（会計方針の変更）

　従来、主として移動平均法による原価法に

よっていたが、当中間連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号　平成18年７月５日）が

適用されたことに伴い、主として移動平均

法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定している。

　これにより、当中間連結会計期間の経常利

益及び税金等調整前中間純利益は、それぞ

れ1,345百万円減少している。

③　たな卸資産

　　主として移動平均法に基づく原価法に　

　より評価している。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）有形固定資産の減価償却方法

　

①　航空機

本体（予備原動機を含む。）

・ボーイング747型機

定率法

(2）有形固定資産の減価償却方法

   (リース資産を除く）

①　航空機

　　　同左

(2）有形固定資産の減価償却方法

　

①　航空機

　　　同左

（ボーイング747－400型機を除く。）

・ボーイング747－400型機

定額法

  

・ボーイング777型機

定額法

  

・ボーイング767型機

定額法

  

・ボーイング737型機

定額法

  

・MD－90型機

  定額法

  

・MD－87型機

  定額法

  

・MD－81型機

  定額法

  

・A300－600型機

  定額法

  

予備部品

  定額法

  

②　航空機を除く有形固定資産

　提出会社　定額法

　上記以外　主として定率法

②　航空機を除く有形固定資産

同左

 ②　航空機を除く有形固定資産

　同左

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

航空機　　12～27年

その他　　２～65年
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

   （会計方針の変更）

提出会社及び一部を除く国内連結子会

社は、法人税法改正に伴い、当中間連結会

計期間より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却方法に変更してい

る。

  当該変更による営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益に与える影響は

軽微である。 

       ──────

　

　

 （会計方針の変更）

　提出会社及び一部を除く国内連結子会社

は、法人税法改正に伴い、当連結会計年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却方法に変更している。

　当該変更による営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益に与える影響は軽微

である。  

　  　

　 （追加情報）

　提出会社は、航空機の一部について、従来

採用していた耐用年数から残存見積使用

期間に合わせた耐用年数に変更している。

これは、当中間連結会計期間において、当

該資産の売却契約の締結が確実になり、残

存見積期間が従来使用していた耐用年数

と乖離していることが明らかになったた

め耐用年数及び残存価額の見直しをした

ものである。

　この結果、従来の方法に比べ税金等調整

前中間純利益は、2,024百万円減少してい

る。

　一部を除く国内連結子会社は、法人税

法改正に伴い、当中間連結会計期間より、

平成19年３月31日以前に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却方法を適用し、取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上している。

　当該変更による営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益に与える影響

は軽微である。

　    

 （追加情報）

　　　提出会社は、航空機の一部ならびに一部機

種の予備部品について、従来採用していた

耐用年数から残存見積使用期間に合わせた

耐用年数に変更している。

　これは、当中間連結会計期間において、当

該資産の売却契約が締結され又は締結され

ることが確実になり、残存見積期間が従来

使用していた耐用年数と乖離していること

が明らかになったため、耐用年数及び残存

価額の見直しをしたものである。

　この結果、従来の方法に比べ、当中間連結

会計期間において、営業利益及び経常利益

は380百万円減少し、税金等調整前中間

純利益は2,805百万円減少している。

セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載している。

　（追加情報)

　提出会社は、航空機の一部について、従来採

用していた耐用年数から残存見積使用期間

に合わせた耐用年数に変更している。　　

これは、当連結会計年度において当該資産の

売却契約が締結され、残存見積期間が従来使

用していた耐用年数と乖離していることが

明らかになったため、耐用年数及び残存価額

の見直しをしたものである。

　また、一部機種の予備部品について、従来採

用していた耐用年数から残存見積使用期間

に合わせた耐用年数に変更している。これ

は、当連結会計年度において同型機種の退役

時期が確定し、残存見積期間が従来使用して

いた耐用年数と乖離していることが明らか

になったため耐用年数の見直しを

したものである。

　この結果、従来の方法に比べ営業利益は184

百万円、経常利益は96百万円、税金等調整前

当期純利益は9,189百万円減少している。

  一部を除く国内連結子会社は、法人税法改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法

を適用し、取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ている。

　当該変更による営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益に与える影響は軽微

である。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(3）無形固定資産の減価償却方法

　

　定額法

　自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（主として５～

７年）に基づく定額法。

(3）無形固定資産の減価償却方法

　　（リース資産を除く）

同左

(3）無形固定資産の減価償却方法

　

同左

(4)     ────── (4) リース資産の減価償却方法

所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産　

自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法を採用して

いる。　

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産　

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してい

る。　

(4)     ──────

(5）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率法によ

り、貸倒懸念債権等の個別の債権につ

いては回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

(5) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

(5）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき当中間連

結会計期間末において発生していると

認められる額を計上している。

　会計基準変更時差異（217,129百万

円）は、主として15年による均等額を

費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年～15

年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理している。

　過去勤務債務は、主としてその発生時

に費用処理している。また、一部の連結

子会社は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

により按分した額を費用処理してい

る。

②　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき当中間連

結会計期間末において発生していると

認められる額を計上している。

　会計基準変更時差異（209,367百万

円）は、主として15年による均等額を

費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年～15

年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理している。

　過去勤務債務は、主としてその発生時

に費用処理している。また、一部の連結

子会社は、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

により按分した額を費用処理してい

る。

②　退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

いる。

　会計基準変更時差異（217,129百万

円）は、主として15年による均等額を

費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５～15年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理している。

　過去勤務債務は、主としてその発生時

に費用処理している。また、一部の連結

子会社は、発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数によ

る按分した額を費用処理している。　
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（追加情報）

　提出会社は、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成19年３月15日に厚生労働大

臣から将来分支給義務免除の認可を受け

た。当中間連結会計期間末日現在におい

て測定された返還相当額（最低責任準備

金）は、69,566百万円であり、当該返還相

当額（最低責任準備金）の支払が当中間

連結会計期間末日に行われたと仮定して

「退職給付会計に関する実務指針（中間

報告）」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第13号）第44-２項を適用した

場合に生じる損失の見込み額は、1,452百

万円である。

　また、連結子会社である株式会社JALグ

ランドサービス及び株式会社JALグラン

ドサービス関西より構成される空港グラ

ンドサービス厚生年金基金は、厚生年金

基金の代行部分について、平成19年４月

10日に厚生労働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受けた。この結果、営業利

益、経常利益及び税金等調整前中間純利

益が50百万円増加している。当中間連結

会計期間末日現在において測定された返

還相当額（最低責任準備金）は、15,798百

万円であり、当該返還相当額（最低責任

準備金）の支払が当中間連結会計期間末

日に行われたと仮定して「退職給付会計

に関する実務指針（中間報告）」（日本

公認会計士協会会計制度委員会報告第13

号）第44-２項を適用した場合に生じる利

益の見込み額は、8,525百万円である。

　提出会社は、平成17年10月１日より退職

金の一部について従来制度に加え、確定

拠出年金と退職金前払に移行できる制度

を導入している。同制度の導入に伴い終

了した部分に係る会計基準変更時差異に

ついては、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）第15項に定める経過措置を適

用し、８年定額法により費用処理してい

る。このため、一時に費用処理する方法に

比べ、退職給付引当金は1,177百万円減少

し、税金等調整前中間純利益は93百万円

減少している。

  一部の国内連結子会社は、平成19年10

月１日より退職金制度の一部について確

定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）を適用してい

る。なお、これによる損益への影響は軽微

である。

　一部の連結子会社については、当中間連

結会計期間より退職給付債務の算定方法

を簡便法から原則法へ変更している。こ

の変更に伴い、簡便法と原則法による退

職給付債務の差額370百万円を特別損失

として計上している。

（追加情報）

　提出会社を母体企業とする日本航空厚

生年金基金（平成20年10月1日にJAL企業

年金基金として運営形態を変更）の代行

部分について、平成20年10月1日に厚生労

働大臣から過去分返上の認可を受け、同

時に一部制度の改定を実施している。

この結果、当中間連結会計期間の営業利

益及び経常利益は955百万円減少し、税金

等調整前中間純利益は9,753百万円減少し

ている。

　提出会社は、平成17年10月１日より退職

金の一部について従来制度に加え、確定

拠出年金と退職金前払いに移行できる制

度を導入している。同制度の導入に伴い

終了した部分に係る会計基準変更時差異

については、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第1号）第15項に定める経過措置を

適用し、８年定額法により費用処理して

いる。このため、一時に費用処理する方法

に比べ、退職給付引当金は989百万円減少

し、税金等調整前中間純利益は93百万円

減少している。

  平成20年４月１日に提出会社を存続会

社として合併した日本アジア航空株式会

社の国内従業員に係る部分及び一部の連

結子会社については、当中間連結会計期

間より退職給付債務の算定方法を簡便法

から原則法へ変更している。なお、これに

よる損益への影響は軽微である。

  

　

（追加情報）

　連結子会社である株式会社JALグランド

サービス及び株式会社JALグランドサービ

ス関西より構成される空港グランドサービ

ス厚生年金基金（平成20年３月31日にJAL

グランドサービス企業年金基金として運営

形態を変更）の代行部分について、平成19年

４月10日に厚生労働大臣から将来分支給義

務免除の認可を受け、平成20年３月31日に過

去分返上認可を受けている。この結果、当連

結会計年度の営業利益及び経常利益は101百

万円増加し、税金等調整前当期純利益は

5,629百万円増加している。

　一部の国内連結子会社は、平成19年10月１

日より退職給付制度の一部について確定拠

出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）を適用している。これによる

損益への影響は軽微である。

　提出会社は、平成17年10月１日より退職金

の一部について従来制度に加え、確定拠出年

金と退職金前払に移行できる制度を導入し

ている。同制度の導入に伴い終了した部分に

係る会計基準変更時差異については、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処理」(企

業会計基準適用指針第１号）

第15項に定める経過措置を適用し、８年定額

法により費用処理している。このため、一時

に費用処理する方法に比べ、退職給付引当金

は1,083百万円減少し、税金等調整前当期純

利益は187百万円減少している。

　また、提出会社は、厚生年金基金の代行部分

について、平成19年３月15日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受けてい

る。当連結会計年度末日現在において測定さ

れた返還相当額（最低責任準備金）は

70,372百万円であり、当該返還相当額（最低

責任準備金）の支払が当連結会計年度末日

に行なわれたと仮定して「退職給付会計に

関する実務指針（中間報告）」（日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第13号）第

44-２項を適用した場合に生じる損失の見込

額は、6,312百万円である。

　さらに、提出会社は、平成20年４月１日より

退職金制度の改定を実施している。この結

果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は20,077百万円

増加している。

　　 一部の連結子会社については、当連結会計年

度より退職給付債務の算定方法を簡便法から

原則法へ変更している。この変更に伴い、簡便

法と原則法による退職給付債務の差額508百

万円を特別損失として計上している。

　　 なお、セグメント情報に与える影響は、

　 当該箇所に記載している。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  ③独禁法関連引当金

  提出会社は、世界主要航空会社間での

航空貨物に係わる価格カルテル容疑にて

平成18年２月14日、欧州貨物支店フラン

クフルト貨物事業所において欧州連合独

禁当局による立入調査を受けた。また同

日、米州貨物支店ニューヨーク貨物事業

所においても米国司法省より立入調査を

受けた。

　なお、上記調査に関連して米国において

提出会社を含む複数の航空会社に対し

て、米国の荷主等により航空会社間の価

格カルテル差止め、及びこれにより被害

を被ったとして集団訴訟が複数提起され

ている。これら訴訟において請求金額を

特定せずに懲罰的損害賠償等が求められ

ている。またカナダ、オーストラリアにお

いても、集団訴訟が複数提起されている。

  現時点ではいくつかの国や地域（欧州

連合、米国、カナダ、スイス、オーストラリ

アを含むがこれに限らない。）の関係当

局の調査が進行中であり、このうち米国

刑事調査に係る事案について、将来発生

しうる損失の現時点の最善の見積額を計

上している。

　但し、今後の進展にともない、上記見積

額は増減する可能性がある。

　 　　④　──────

　　　　　

  ③独禁法関連引当金

  提出会社は、世界主要航空会社間での

航空貨物に係わる価格カルテル容疑にて

平成18年２月14日、フランクフルト貨物

事業所において欧州連合独禁当局により

立入調査を受けた。この他、カナダ、スイ

ス、及びオーストラリア等においても各

国独禁当局より調査を受けている。

  また、米国において提出会社を含む複

数の航空会社に対し、航空会社間の価格

カルテルにより損害を被ったとして集団

訴訟が複数提起され、請求金額を特定せ

ずに損害賠償等が求められている。この

他、カナダ及びオーストラリアにおいて

も集団訴訟が複数提起されている。

  これらのうち欧州連合当局の調査につ

いては、将来発生しうる損失の現時点で

の最善の見積額を引き当てている。なお、

集団訴訟及び欧州連合以外の当局の調査

については、賠償金や制裁金等の発生の

可能性を含め、結果を合理的に予測する

ことは困難である。

　

　　 　④　──────

　     ③独禁法関連引当金 

　提出会社は、世界主要航空会社間での航

空貨物に係わる価格カルテル容疑にて平

成18年２月14日、フランクフルト貨物事

業所において欧州連合独禁当局により立

入調査を受け、また、同日、米州貨物支店

・ニューヨーク貨物事業所において米国

司法省より立入調査を受けた。この他、カ

ナダ、スイス及びオーストラリア等にお

いても各国独禁当局より調査を受けてい

る。

　また、米国において提出会社を含む複数

の航空会社に対し、航空会社間の価格カ

ルテルにより損害を被ったとして集団訴

訟が複数提起され、請求金額を特定せず

に損害賠償等が求められている。この他、

カナダ及びオーストラリアにおいても集

団訴訟が複数提起されている。

　これらのうち米国当局の調査について

は、平成20年４月、米国司法省と罰金1.1億

米ドルを支払うこと等に同意したことを

受け、相当額を計上し、また、欧州連合当

局の調査については、将来発生しうる損

失の現時点での最善の見積額を計上して

いる。なお、集団訴訟及び米国、欧州連合

以外の当局の調査については、賠償金や

制裁金等の発生の可能性を含め、結果を

合理的に予測することは困難である。

　　　 ④　賞与引当金

　提出会社及び一部の国内連結子会社は、

従業員に対する賞与について、当連結会

計年度において業績連動による支給を決

定したため、支給見込額を見積もり、当連

結会計年度に帰属すべき金額を計上して

いる。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(6）消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式を採用している。

(6）消費税等の会計処理方法

同左

(6）消費税等の会計処理方法

同左

(7）重要なリース取引の処理方法

　主としてリース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

(7）　　　　─────　

　　　　

(7）重要なリース取引の処理方法

     主としてリース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によって

　 いる。

(8）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理している。なお、在外

子会社等の資産及び負債、収益及び費用

は中間決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算為替差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めている。

(8）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

　            同左

(8）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。なお、在外子会

社等の資産及び負債、収益及び費用は決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算為替差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株主持分に含

めている。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(9）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　

　繰延ヘッジ処理によっている。なお、

為替予約等が付されている外貨建金銭

債権債務については、振当処理を行っ

ている。さらに、特例処理の要件を満た

す金利スワップについては、特例処理

を採用している。

(9）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　　

　　繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替

予約等が付されている外貨建金銭債権債

務については、振当処理を行っている。

(9）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替

予約等が付されている外貨建金銭債権債務

については、振当処理を行っている。さら

に、特例処理の要件を満たす金利スワップ

については、特例処理を採用している。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象及びヘッジ

方針

　外貨建購入契約（航空機等）、外貨建

営業債権・債務（IATA精算、ホテル料

金、物品購入及び外貨建予定取引等）

については、将来の為替レート変動リ

スクを回避する目的で、為替予約及び

通貨オプション取引を利用しており、

金融負債については、将来の為替・金

利変動による支払額に及ぼす影響を限

定する目的で通貨スワップ及び金利ス

ワップ取引を利用している。また、商品

（航空燃料）の価格変動リスクを抑制

し、コストを安定させることを目的と

して、コモディティ・デリバティブ

（スワップ、オプション）を利用して

いる。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象及びヘッジ

方針

　外貨建購入契約（航空機等）、外貨建営

業債権・債務等（IATA精算、ホテル料金、

物品購入及び外貨建予定取引等）につい

ては、将来の為替レート変動リスクを回避

する目的で、為替予約及び通貨オプション

取引を利用しており、金融負債について

は、将来の為替・金利変動による支払額に

及ぼす影響を限定する目的で通貨スワッ

プ及び金利スワップ取引を利用している。

また、商品（航空燃料）の価格変動リスク

を抑制し、コストを安定させることを目的

として、コモディティ・デリバティブ（ス

ワップ、オプション）を利用している。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象及びヘッジ

方針

　外貨建購入契約（航空機等）、外貨建営

業債権・債務（IATA精算、ホテル料金、物

品購入及び外貨建予定取引等）について

は、将来の為替レート変動リスクを回避す

る目的で、為替予約及び通貨オプション取

引を利用しており、金融負債については、

将来の為替・金利変動による支払額に及

ぼす影響を限定する目的で通貨スワップ

及び金利スワップ取引を利用している。ま

た、商品（航空燃料）の価格変動リスクを

抑制し、コストを安定させることを目的と

して、コモディティ・デリバティブ（ス

ワップ、オプション）を利用している。

③　ヘッジ有効性評価の方法及びリスク

管理体制

　提出会社の取引は、基本方針及び定め

られた権限に基づいて行われている。

日常業務については、契約担当部門及

び審査組織により相互にチェックされ

る体制となっている。

　デリバティブ取引状況は定例的に開

催される関係部長会に報告されてお

り、ヘッジの有効性についても「事前

テスト」及び「事後テスト」の状況に

ついて適時関係部に報告されている。

　なお、連結子会社においては、各社の

権限及び取引限度額の定めに基づき、

取引の都度必要な承認手続がとられて

おり、ヘッジの有効性についても適時

関係部に報告されている。

③　ヘッジ有効性評価の方法及びリスク

管理体制

同左

③　ヘッジ有効性評価の方法及びリスク

管理体制

同左

(10）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用している。

(10）連結納税制度の適用

同左

(10) 連結納税制度の適用

同左

 

EDINET提出書類

株式会社日本航空インターナショナル(E04272)

半期報告書

35/80



前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関す

る事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用している。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関す

る事項

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関す

る事項

同左

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事

項

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事

項

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事

項

　のれん及び負ののれんの償却については、

５年間の均等償却を行っている。

　同左 　同左

７．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

　現金及び現金同等物には、現金及び取得日

から３ヶ月以内に満期が到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期投資を計上している。

７．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左

７．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲

同左
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　　　　────── (1)「連結財務諸表作成における在外子会社　

　　の会計処理に関する当面の取扱い」の

　　適用

　当中間連結会計期間より、「連結財務諸

表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告18

号　平成18年５月17日）を適用している。

　これによる損益へ与える影響は軽微で

ある。

 (2) リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっていたが、

当中間連結会計期間より「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））が適用されたことに伴い、通常

の売買取引に係る会計処理によってい

る。また、所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産の減価償却

の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採

用している。

　これによる損益に与える影響は軽微であ

  る。

　なお、平成20年４月１日前に契約を締結

した所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を適用

している。

　　　　　　　──────
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【表示方法の変更】

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 （中間連結損益計算書）

  前中間連結会計期間まで区分掲記していた「固定資産売却益」

（当中間連結会計期間９百万円）については、特別利益の総額の100

分の10以下となったため、「その他」に含めた。

　前中間連結会計期間まで区分掲記していた「固定資産処分損」（当

中間連結会計期間1,618百万円）については、特別損失の総額の100分

の10以下となったため、「その他」に含めた。

  前中間連結会計期間まで区分掲記していた「退職給付会計に係る

原則法変更時差異」（当中間連結会計期間370百万円）については、

特別損失の総額の100分の10以下となったため、「その他」に含めた。

 （中間連結損益計算書）

  前中間連結会計期間まで区分掲記していた「特別退職金」（当中

間連結会計期間96百万円）については、特別損失の総額の100分の10

以下となったため、「その他」に含めた。

　前中間連結会計期間まで区分掲記していた「減損損失」（当中間連

結会計期間665百万円）については、特別損失の総額の100分の10以下

となったため、「その他」に含めた。

  前中間連結会計期間まで特別損失の「その他」に含めていた「臨

時償却費」については特別損失の総額の100分の10を超えたため、区

分掲記した。なお、前中間連結会計期間において、特別損失の「その

他」に含まれる「臨時償却費」の金額は2,024百万円である。

　(中間連結キャッシュ・フロー計算書）

　前中間連結会計期間において「投資有価証券の取得による支出」に

含めていた「有価証券の取得による支出」は重要性が増したため、当

中間連結会計期間において区分掲記することとした。なお、前中間連

結会計期間の「投資有価証券の取得による支出」に含まれる「有価

証券の取得による支出」は△530百万円である。

  前中間連結会計期間において「投資有価証券の売却及び償還によ

る収入」に含めていた「有価証券の売却及び償還による収入」は重

要性が増したため、当中間連結会計期間において区分掲記することと

した。なお、前中間連結会計期間の「投資有価証券の売却及び償還に

よる収入」に含まれる「有価証券の売却及び償還による収入」は、

309百万円である。
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

        1,348,075百万円 1,350,118百万円 1,335,091百万円

※２　有形固定資産の圧縮記帳累計額 ※２　有形固定資産の圧縮記帳累計額 ※２　有形固定資産の圧縮記帳累計額

      18,068百万円       18,018百万円 18,034百万円

　３　偶発債務

(1）保証債務の内訳は、次のとおりである。

（銀行借入金等に対する保証）

　３　偶発債務

(1）保証債務の内訳は、次のとおりである。

（銀行借入金等に対する保証）

　３　偶発債務

(1) 保証債務の内訳は、次のとおりである。

（銀行借入金等に対する保証）

㈱日本航空  666,391百万円

㈱ジャルキャピタル 1,722

従業員ローン 4,216

その他（取引先１社） 118

計 672,449

㈱日本航空  656,543百万円

㈱ジャルキャピタル 1,311

従業員ローン 3,581

その他（取引先３社） 209

計 661,644

㈱日本航空  647,140百万円

㈱ジャルキャピタル 1,310

従業員ローン 3,847

その他（取引先１社） 107

計 652,405

(2）保証予約及び経営指導念書等の内訳は、

次のとおりである。

(2）保証予約及び経営指導念書等の内訳は、

次のとおりである。

(2) 保証予約及び経営指導念書等の内訳は、

次のとおりである。

（銀行借入金等に対する保証予約及び

経営指導念書等）

（銀行借入金等に対する保証予約及び

経営指導念書等）

（銀行借入金等に対する保証予約及び

経営指導念書等）

㈱ジャルキャピタル   14,447百万円

㈱エージーピー 713

従業員ローン 412

その他関係会社２社 20

計 15,593

㈱ジャルキャピタル 11,464百万円

㈱エージーピー 502

従業員ローン 305

その他関係会社１社 2

計 12,275

㈱ジャルキャピタル 12,563百万円

㈱エージーピー 607

従業員ローン 364

その他関係会社２社 8

計 13,544
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前中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

(3）提出会社は、世界主要航空会社間での航

空貨物に係わる価格カルテル容疑にて平

成18年２月14日、欧州貨物支店フランク

フルト貨物事業所において欧州連合独禁

当局による立入調査を受けた。また同日、

米州貨物支店ニューヨーク貨物事業所に

おいても米国司法省より立入調査を受け

た。

　なお、上記調査に関連して米国において

提出会社を含む複数の航空会社に対し

て、米国の荷主等により航空会社間の価

格カルテル差止め、及びこれにより被害

を被ったとして集団訴訟が複数提起され

ている。これらの訴訟において請求金額

を特定せずに懲罰的損害賠償等が求めら

れている。またカナダ、オーストラリアに

おいても、集団訴訟が複数提起されてい

る。

  上記立入調査及び集団訴訟の結果、当

社グループの経営成績に重要な影響を及

ぼす可能性もある。現時点ではいくつか

の国や地域（欧州連合、米国、カナダ、ス

イス、オーストラリアを含むがこれに限

らない）の関係当局の調査が進行中であ

り、このうち米国刑事調査に係る事案に

ついては、引当金を計上しているが、その

他の事案については、発生の可能性を含

め、結果を合理的に予測することは困難

である。

(3） 提出会社は、世界主要航空会社間での航

空貨物に係わる価格カルテル容疑にて平

成18年２月14日、フランクフルト貨物事

業所において欧州連合独禁当局により立

入調査を受けた。この他、カナダ、スイス、

及びオーストラリア等においても各国独

禁当局より調査を受けている。

  また、米国において提出会社を含む複

数の航空会社に対し、航空会社間の価格

カルテルにより損害を被ったとして集団

訴訟が複数提起され、請求金額を特定せ

ずに損害賠償等が求められている。この

他、カナダ及びオーストラリアにおいて

も集団訴訟が複数提起されている。

  上記立入調査及び集団訴訟の結果、当

社グループの経営成績に重要な影響を及

ぼす可能性もある。これらのうち欧州連

合当局の調査については、将来発生しう

る損失の現時点での最善の見積額を引き

当てている。なお、集団訴訟及び欧州連合

以外の当局の調査については、賠償金や

制裁金等の発生の可能性を含め、結果を

合理的に予測することは困難である。

(3）提出会社は、世界主要航空会社間での航

空貨物に係わる価格カルテル容疑にて平

成18年２月14日、フランクフルト貨物事

業所において欧州連合独禁当局により立

入調査を受け、また、同日、米州貨物支店

・ニューヨーク貨物事業所において米国

司法省より立入調査を受けた。この他、カ

ナダ、スイス及びオーストラリア等にお

いても各国独禁当局より調査を受けてい

る。

　また、米国において提出会社を含む複数

の航空会社に対し、航空会社間の価格カ

ルテルにより損害を被ったとして集団訴

訟が複数提起され、請求金額を特定せず

に損害賠償等が求められている。この他、

カナダ及びオーストラリアにおいても集

団訴訟が複数提起されている。

　上記立入調査及び集団訴訟の結果、当社

グループの経営成績に重要な影響を及ぼ

す可能性もある。これらのうち米国当局

の調査については、平成20年４月、米国司

法省と罰金1.1億米ドルを支払うこと等に

同意したことを受け、相当額を引き当て、

また、欧州連合当局の調査については、将

来発生しうる損失の現時点での最善の見

積額を引き当てている。なお、集団訴訟及

び米国、欧州連合以外の当局の調査につ

いては、賠償金や制裁金等の発生の可能

性を含め、結果を合理的に予測すること

は困難である。

※４　担保資産及び担保付き債務

　担保に供されている資産は次のとおり

である。

※４　担保資産及び担保付き債務

　担保に供されている資産は次のとおり

である。

※４　担保資産及び担保付き債務

　担保に供されている資産は次のとおり

である。

航空機 590,328百万円

貯蔵品 54,997

有価証券 8,894

投資有価証券 33,709

建物・土地等 152,672

計 840,602

航空機  637,751百万円

貯蔵品 52,501

有価証券 7,699

投資有価証券 15,699

建物・土地等 104,109

計 817,760

航空機 608,079百万円

貯蔵品 52,237

有価証券 7,402

投資有価証券 31,214

建物・土地等 111,218

計 810,152

　担保付き債務は次のとおりである。 　担保付き債務は次のとおりである。 　担保付き債務は次のとおりである。

長期借入金等  
   75,594百万円

長期借入金等  
   66,653百万円

長期借入金等  
 81,618百万円

　なお、中間連結貸借対照表に計上した債

務の他に未経過リース料が9,269百万円あ

る。　　　　

       また、連結子会社株式の一部を上記債

     務の担保に供している。

  加えて、担保提供資産には、親会社であ

る㈱日本航空の銀行借入金380,617百万円

に対し物上保証に供している資産を含ん

でいる。 

　なお、中間連結貸借対照表に計上した債

務の他に未経過リース料が7,306百万円あ

る。　　　　

       また、連結子会社株式の一部を上記債

     務の担保に供している。

  加えて、担保提供資産には、親会社であ

る㈱日本航空の銀行借入金379,840百万円

に対し物上保証に供している資産を含ん

でいる。 

　なお、連結貸借対照表に計上した債務の

他に未経過リース料が7,557百万円ある。

　また、連結子会社株式の一部を上記債務

の担保に供している。

　加えて、担保提供資産には、親会社であ

る㈱日本航空の銀行借入金363,736百万円

に対し物上保証に供している資産を含ん

でいる。

※５   投資有価証券の一部に貸借契約を結ん

でいるものがあり、その中間連結貸借対

照表価額は8,000百万円である。

           ───── 　          ─────
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　　　　─────   　　　　　　───── ※１　固定資産売却益は、土地5,951百万円ほか

である。

※２　減損損失

　　　　当中間連結会計期間において、当社

　　　グループは以下の資産グループについ

　　　て減損損失を計上している。

※２　減損損失

　当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上している。

※２　減損損失

　当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損

損失を計上している。

用途 種類 場所

売却予定
資産

航空機、建物
及び構築物等

サイパン他

ゴルフ場
土地、建物及
び構築物等

北海道旭川市他

用途 種類 場所

売却予定
資産

　航空機 -

遊休資産
建物及び構築
物

千葉県成田市

用途 種類 場所

売却予定
資産

航空機、建物
及び構築物等

サイパン他

遊休資産
建物及び構築
物等

東京都大田区

ゴルフ場
土地、建物及
び構築物等

北海道旭川市他

 　     当社グループは、他の資産又は資産

      グループのキャッシュ・フローから概

      ね独立したキャッシュ・フローを生み

      出す最小の単位として、事業単位をも

　　　とに資産のグループ化を行なってい

　　　る。

 　　　 このうち、事業資産においては収益

　　　性の低下が引き続き見込まれること、

　　　売却予定資産のうち代替投資が予定さ

　　　れていない資産においては売却想定額　

　　　が帳簿価額を下回ることが見込まれて

　　　いることにより、当中間連結会計期間

　　　において、帳簿価額を回収可能価額ま

　　　で減額し、当該減少額を減損損失

　　　（9,506百万円）として特別損失に計上

　　　している。その内訳は、建物及び構築

　　　物5,537百万円、航空機2,679百万円、

　　　土地662百万円及びその他626百万円で

　　　ある。

　

  当社グループは、他の資産又は資産

グループのキャッシュ・フローから概

ね独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位として、事業単位をも

とに資産のグループ化を行なってい

る。

　　　売却予定資産のうち代替投資が予定され

ていない資産においては、売却想定額が

帳簿価額を下回ることが見込まれてい

ること、また遊休資産においては回収可

能価額が低下したことにより、当中間連

結会計期間において、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（665百万円）として特別損失のその

他に計上している。その内訳は、航空機

512百万円、建物及び構築物152百万円で

ある。

　当社グループは、他の資産又は資産グ

ループのキャッシュ・フローから概ね

独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位として、事業単位をもと

に資産のグループ化を行なっている。

　このうち、事業資産においては収益性

の低下が引き続き見込まれること、売

却予定資産のうち、代替投資が予定さ

れていない資産においては、売却想定

額が帳簿価額を下回ることが見込まれ

ていること、また遊休資産においては

回収可能価額が低下したことにより、

当連結会計年度において、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（13,612百万円）として特

別損失に計上している。その内訳は、航

空機6,544百万円、建物及び構築物5,624

百万円、土地662百万円及びその他780

百万円である。

  なお、これらの資産グループの回収可

能価額は正味売却価額または使用価値

により測定しており、正味売却価額は売

却契約等に基づいた金額を使用してい

る。また、回収可能価額を使用価値によ

り測定している場合には、将来キャッ

シュ・フローを5.0％で割り引い

て算定している。

　なお、これらの資産グループの回収可

能価額は正味売却価額または使用価値

により測定しており、正味売却価額は売

却契約等に基づいた金額を使用してい

る。また、回収可能価額を使用価値によ

り測定している場合には、将来キャッ

シュ・フローを3.7％で割り引いて算定

している。

　なお、これらの資産グループの回収可

能価額は正味売却価額または使用価値

により測定しており、正味売却価額は

売却契約等に基づいた金額を使用して

いる。また、回収可能価額を使用価値に

より測定している場合には、将来

キャッシュ・フローを5.0％で割り引い

て算定している。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当中間連結会計期
間増加株式数
（千株）

当中間連結会計期
間減少株式数
（千株）

当中間連結会計期
間末株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 1,829,361 － － 1,829,361

合計 1,829,361 － － 1,829,361

当中間連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当中間連結会計期
間増加株式数
（千株）

当中間連結会計期
間減少株式数
（千株）

当中間連結会計期
間末株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 1,829,361 － － 1,829,361

合計 1,829,361 － － 1,829,361

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 1,829,361 － － 1,829,361

合計 1,829,361 － － 1,829,361
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※現金及び現金同等物の中間連結会計期間末

残高と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の中間連結会計期間末

残高と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係

 （百万円）

現金及び預金勘定 196,394

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
△2,349

有価証券のうち３ヶ月

以内満期短期投資
1,186

現金及び現金同等物 195,231

 （百万円）

現金及び預金勘定 159,170

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
△6,436

有価証券のうち３ヶ月

以内満期短期投資
4,462

現金及び現金同等物 157,196

 （百万円）

現金及び預金勘定 180,865

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金
△879

有価証券のうち３ヶ月

以内満期短期投資
475

現金及び現金同等物 180,461
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（借主側） （借主側） （借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引(通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっているもの）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

航空機 239,621 167,073 72,547

機械装
置及び
運搬具

7,519 3,293 4,226

その他 11,915 9,048 2,867

合計 259,057 179,415 79,641

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

航空機 198,644 145,651 52,993

機械装
置及び
運搬具

8,333 3,935 4,398

その他 7,056 4,822 2,233

合計 214,034 154,409 59,625

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

航空機 217,378 154,492 62,886

機械装
置及び
運搬具

8,437 3,653 4,784

その他 11,504 8,806 2,697

合計 237,321 166,953 70,368

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等

　　未経過リース料中間期末残高相当額

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等

　　未経過リース料中間期末残高相当額

   (2)未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

 （百万円）

１年内 23,820

１年超 59,035

合計 82,855

 （百万円）

１年内 16,519

１年超 45,312

合計 61,831

 （百万円）

１年内 21,153

１年超 51,863

合計 73,016

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

   (3)支払リース料、リース資産減損勘定の 

     取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

     当額及び減損損失

 （百万円）

支払リース料 14,481

減価償却費相当額 13,217

支払利息相当額 774

 （百万円）

支払リース料 12,230

減価償却費相当額 11,202

支払利息相当額 572

 （百万円）

支払リース料 27,726

減価償却費相当額 25,300

支払利息相当額 1,443

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

いる。

(5)利息相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

 （百万円）

１年内 33,765

１年超 218,679

合計 252,445

 （百万円）

１年内 37,797

１年超 241,854

合計 279,652

 （百万円）

１年内 36,376

１年超 235,575

合計 271,952

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はない。

（減損損失について）

　　　　　　　　　　同左

（減損損失について）

　　　　　　　　　　同左

　（貸主側） 　（貸主側） 　（貸主側）

　　オペレーティング・リース取引 　　オペレーティング・リース取引 　　オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料      未経過リース料

 （百万円）

１年内 1

１年超 0

合計 2

 （百万円）

１年内 1

１年超 1

合計 3

 （百万円）

１年内 1

１年超 －

合計 1
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分 前中間連結会計期間末（平成19年９月30日）

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

①　株式 9,296 18,239 8,943

②　債券 1,496 1,496 0

③　その他 10,025 9,739 △286

計 20,819 29,475 8,656

２．時価評価されていない有価証券の主な内容

区分 前中間連結会計期間末（平成19年９月30日）

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

①　マネー・マネジメント・ファンド 1,123

②　非上場株式 16,799

③　その他 728

計 18,651

当中間連結会計期間

１.満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分 当中間連結会計期間末（平成20年９月30日）

 
中間連結貸借対照表計上額

　　　（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

①　国債・地方債等 　　　─ ─　 ─　

②　社債 ─　 ─　 ─　

③　その他 26,016　 25,817　 △198　

計 26,016 25,817 △198

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 当中間連結会計期間末（平成20年９月30日）

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

①　株式 12,710 12,859 148

②　債券 8,892 7,699 △1,193

③　その他 787 781 △5

計 22,390 21,339 △1,050

３．時価評価されていない有価証券の主な内容

区分 当中間連結会計期間末（平成20年９月30日）

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

①　マネー・マネジメント・ファンド 606

②　非上場株式 17,152
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区分 当中間連結会計期間末（平成20年９月30日）

③　その他 140

計 17,899

前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分 前連結会計年度末（平成20年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

①　株式 8,313 14,127 5,813

②　債券 8,892 7,402 △1,490

③　その他 821 821 △0

計 18,028 22,351 4,323

２．時価評価されていない有価証券の主な内容

区分 前連結会計年度末（平成20年３月31日）

その他有価証券 連結貸借対照表計上額（百万円）

①　非上場株式 16,884

②　その他 852

計 17,736
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（デリバティブ取引関係）

　

前中間連結会計期間末（平成19年９月30日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円)

 通貨  為替予約買建 3,515 3,460 △55

　  （注）  ヘッジ会計が適用されている取引については、開示の対象から除いている。

　

当中間連結会計期間末（平成20年９月30日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円)
 括弧内はオプション料

時価 (百万円) 評価損益 (百万円)

 

コモディティ　

　

オプション取引　

買建オプション　

　

　

  34,478

               (511) 

　

            976

　

　

465

　

　  （注）  ヘッジ会計が適用されている取引については、開示の対象から除いている。

　

前連結会計年度末（平成20年３月31日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類
契約額等 (百万円)

 括弧内はオプション料
時価 (百万円) 評価損益 (百万円)

 

コモディティ　

　

オプション取引　

買建オプション　

　

　

16,270　

  (1,104)

　

218

　

　

△885

　

 （注）１．全て店頭取引である。

　        ２．全て１年内の取引である。

　        ３．時価は取引先金融機関等から提示された価格に基づいて算出している。

　        ４．ヘッジ会計が適用されている取引については、開示の対象から除いている。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

 

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

航空運送
事業
（百万円）

航空運送
関連事業
（百万円）

旅行企画
販売事業
（百万円）

カード・
リース
事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社

(百万円)

連結
（百万円）

１．売上高及び営業損

益
        

売上高         

①　外部顧客に対す

る売上高
810,320 79,503 196,532 8,440 30,603 1,125,401 － 1,125,401

②　セグメント間の

内部売上高又は

振替高

106,961 92,675 2,149 2,332 18,619 222,738 (222,738) －

計 917,282 172,179 198,682 10,772 49,223 1,348,140 (222,738) 1,125,401

営業費用 868,452 170,417 197,556 9,353 47,858 1,293,637 (222,654) 1,070,983

営業利益 48,829 1,762 1,125 1,419 1,365 54,502 (84) 54,418

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

　      ２．その他事業には、ホテル・リゾート事業及び商事・流通その他事業が含まれている。

　

 

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

航空運送
事業
（百万円）

航空運送
関連事業
（百万円）

旅行企画
販売事業
（百万円）

カード・
リース
事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社

(百万円)

連結
（百万円）

１．売上高及び営業損

益
        

売上高         

①　外部顧客に対す

る売上高
841,868 16,805 178,321 9,200 26,561 1,072,758 － 1,072,758

②　セグメント間の

内部売上高又は

振替高

100,150 88,282 1,900 1,778 15,203 207,315 (207,315) －

計 942,018 105,088 180,222 10,979 41,764 1,280,073 (207,315) 1,072,758

営業費用 917,687 103,675 179,292 8,708 41,564 1,250,928 (207,100) 1,043,827

営業利益 24,331 1,412 930 2,270 200 29,145 (214) 28,930

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

　      ２．その他事業には、ホテル・リゾート事業及び商事・流通その他事業が含まれている。

　３. 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（２）に記載のとおり、提出会社は、航空機の一

部ならびに一部機種の予備部品について、従来採用していた耐用年数から残存見積使用期間に合わせた耐用

年数に変更している。この結果、従来の方法に比べ、航空運送事業の当中間連結会計期間における営業利益が

380百万円減少している。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

航空運送
事業
（百万円）

航空運送
関連事業
（百万円）

旅行企画
販売事業
（百万円）

カード・
リース
事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又
は全社

(百万円)

連結
（百万円）

１．売上高及び営業損

益
        

売上高         

①　外部顧客に対す

る売上高
1,599,001 150,395 367,386 17,292 63,340 2,197,416 － 2,197,416

②　セグメント間の

内部売上高又は

振替高

198,374 184,269 4,096 4,692 36,647 428,080 (428,080) －

計 1,797,375 334,664 371,483 21,984 99,988 2,625,496 (428,080) 2,197,416

営業費用 1,722,546 331,769 370,555 19,563 97,108 2,541,542 (427,823) 2,113,718

営業利益 74,829 2,895 928 2,420 2,880 83,954 (256) 83,697

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２．その他事業には、ホテル・リゾート事業及び商事・流通その他事業が含まれている。

３．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（4）②に記載したとおり、提出会社は、平成20年

４月１日より退職金制度の改定を実施している。この結果、航空運送事業の当連結会計年度における営業利

益が20,077百万円増加している。
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【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

 
日本

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

１．売上高及び営業損益      

売上高      

①　外部顧客に対する売上高 1,021,358 104,042 1,125,401 － 1,125,401

②　セグメント間の内部売上高又

は振替高
11,160 25,783 36,944 (36,944) －

計 1,032,519 129,826 1,162,345 (36,944) 1,125,401

営業費用 978,069 129,268 1,107,337 (36,354) 1,070,983

営業利益 54,450 557 55,007 (589) 54,418

（注）１．航空会社の国際線収益については、全て「日本」の売上として計上している。

　　　　　２．「その他の地域」には、アジア・オセアニア、米州、及び欧州が含まれている。

　　　　　３．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　(1）国又は地域の区分の方法

　　　　　　　　地理的近接度により区分した。

　　　　　　(2）各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　　アジア・オセアニア：中国、シンガポール、オーストラリア、グアム

　　　　　　　　米州：アメリカ合衆国（除くグアム）、メキシコ

　　　　　　　　欧州：イギリス、フランス、ドイツ、イタリア

　

　当中間連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　　全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が、90％を超えているため、記載を省略している。

　

　前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　　全セグメントの売上高及び資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％を超えているため、記載を

　　省略している。
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【海外売上高】

 

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

アジア・オセアニア 米州 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 217,591 211,761 115,097 544,450

Ⅱ　連結売上高（百万円）    1,125,401

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
19.3 18.8 10.2 48.4

 

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

アジア・オセアニア 米州 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 246,503 154,777 117,767 519,048

Ⅱ　連結売上高（百万円）    1,072,758

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
23.0 14.4 11.0 48.4

 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

アジア・オセアニア 米州 欧州 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 447,830 410,909 215,628 1,074,368

Ⅱ　連結売上高（百万円）    2,197,416

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
20.4 18.7 9.8 48.9

　（注）１．海外売上高は、提出会社並びに㈱ジャルウェイズの国際線売上高及び本邦に所在する連結子会社の輸出高及

び本邦以外の国に所在する連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1）国又は地域の区分の方法

地理的近接度により区分した。

(2）各区分に属する主な国又は地域

アジア・

オセアニア
：中国、韓国、シンガポール、インド、オーストラリア、グアム

米州 ：アメリカ合衆国（除くグアム）、カナダ、メキシコ、ブラジル

欧州 ：イギリス、フランス、ドイツ、イタリア
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（企業結合等関係）

　前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

 　　　該当事項なし。

　当中間連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 　 １．提出会社と日本アジア航空株式会社は、平成20年４月1日に提出会社を存続会社として合併した。

　(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を 

     含む取引の概要　

　 ①結合当事企業の名称及びその事業の内容　

  　 イ．結合企業

    名称　　株式会社日本航空インターナショナル

    事業の内容　　航空運送事業

　 　ロ．被結合企業

    名称　　日本アジア航空株式会社

    事業の内容　　航空運送事業

　 ②企業結合の法的形式及び結合後企業の名称　

      提出会社を存続会社、日本アジア航空株式会社を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は株式

   会社日本航空インターナショナルである。

　 ③取引の目的を含む取引の概要　

 　  イ．取引の目的　

      提出会社と日本アジア航空株式会社が別会社となっていることから生じる分離損を解消し、よりシンプルな

    JALグループ運営体制を構築するためである。　

　   ロ．取引の概要　

　　平成20年４月１日を合併期日として、日本アジア航空株式会社を吸収合併した。株式会社日本航空の完全子

    会社同士の合併であるため、合併対価はない。また、合併による新株の発行及び資本金の増加は行わない。　

  (2)実施した会計処理の概要　

  「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会 

   計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取引と

   して会計処理を実施した。被結合企業の平成20年３月31日時点の財政状態及び同日までの期間における損益を基

   礎として、被結合企業より引き継いだ資産・負債及び純資産の内訳は次のとおりである。　

　          　　　　

　                                                                 （単位：百万円)

資産合計 22,035 負債合計 13,167

　流動資産 16,055 　流動負債 11,822

　固定資産 5,980 　固定負債 1,345

　有形固定

資産
4,113 純資産合計 8,868

　 無形固定

　 資産
24 　株主資本 8,903

　 投資その他

の資産
1,842

　評価・換算差

額等
△34

　

　　前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　 該当事項なし。

EDINET提出書類

株式会社日本航空インターナショナル(E04272)

半期報告書

52/80



（１株当たり情報）

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 115.86 115.15 106.98

１株当たり中間（当期）純

利益（円）
3.11 19.13 6.73

 なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め記載していない。

同左 　なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め記載していない。　　　

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 5,689 34,994 12,310

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
5,689 34,994 12,310

期中平均株式数（千株） 1,829,361 1,829,361 1,829,361
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　提出会社と日本アジア航空株式会社は、平成

19年11月21日の提出会社取締役会及び平成19

年11月22日の日本アジア航空株式会社取締役

会において、平成20年４月１日に提出会社を

存続会社として合併する方針を決議した。

　本合併の目的は、提出会社と日本アジア航空

株式会社が別会社となっていることから生じ

る分離損を解消し、よりシンプルなJALグルー

プ運営体制を構築するためである。

　なお、平成19年３月31日時点における日本ア

ジア航空株式会社の総資産額は、22,994百万

円、純資産額は、7,445百万円である。

　

　  　　　─────

　

１．提出会社と日本アジア航空株式会社は、平成20年4月1日に

提出会社を存続会社として合併した。

(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を

含む取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容　

  　 イ．結合企業

    名称　　株式会社日本航空インターナショナル

    事業の内容　　航空運送事業

　 　ロ．被結合企業

    名称　　日本アジア航空株式会社

    事業の内容　　航空運送事業

　 ②企業結合の法的形式及び結合後企業の名称　

  提出会社を存続会社、日本アジア航空株式会社を　　

　消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名

称は株式会社日本航空インターナショナルである。

　 ③取引の目的を含む取引の概要　

 　  イ．取引の目的　

      提出会社と日本アジア航空株式会社が別会社となっ

ていることから生じる分離損を解消し、よりシンプ

    ルなJALグループ運営体制を構築するためである。　

　   ロ．取引の概要　

　　平成20年４月１日を合併期日として、日本アジア航

空株式会社を吸収合併した。株式会社日本航空の完

    全子会社同士の合併であるため、合併対価はない。

また、合併による新株の発行及び資本金の増加は行

わない。　

 (2)実施した会計処理の概要　

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15

年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号　平成17年12月27日）に基づき、共通支配下の取引とし

て会計処理を実施した。被結合企業の平成20年３月31日

時点の財政状態及び同日までの期間における損益を基礎

として、被結合企業より引き継いだ資産・負債及び純資

産の内訳は次のとおりである。　

  　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円)

資産合計 22,035 負債合計 13,167

　流動資産 16,055 　流動負債 11,822

　固定資産 5,980 　固定負債 1,345

  有形固定

  資産
4,113 純資産合計 8,868

　無形固定

　資産
24 　株主資本 8,903

　投資その他の 

  資産
1,842

　評価・換算差額

等
△34
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　　　　───── 　　　　　　　───── ２．提出会社と株式会社三菱東京UFJ銀行

は、平成20年５月２日、提出会社の連結

子会社である株式会社ジャルカードの

株式の一部を、株式会社三菱東京UFJ銀

行に譲渡することについて合意した。

また、同時に、提出会社と株式会社ジャ

ルカード、株式会社三菱東京UFJ銀行、

三菱UFJニコス株式会社及び株式会社

ジェーシービーは、クレジットカード

事業に係る業務提携を行うことについ

て合意した。

　 (1)株式の一部を譲渡する子会社の概要

　   ①名称　　株式会社ジャルカード　

     ②事業内容　クレジットカード事業 他　　

　 (2)譲渡及び提携開始の時期　

　    平成20年７月１日(予定)

   (3)譲渡株式数　

　    3,950株（発行済株式総数の49.375%)

  (4)譲渡後の持分比率　

　 　50.625%　

　 (5)譲渡及び提携による特別利益計上見込額　

　    約420億円　

（２）【その他】

　「第５　経理の状況　１．中間連結財務諸表等　中間連結財務諸表（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）及び　注記

事項（中間連結貸借対照表関係）」に記載のとおり、提出会社は、米国において航空会社間の価格カルテルにより損害を被ったとして

集団訴訟が複数提起されている。
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照
表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 165,312 134,396 155,624

受取手形 － 254 －

営業未収入金 261,583 260,099 245,095

有価証券 ※2
 8,894

※2
 33,715

※2
 7,402

貯蔵品 ※2
 83,418

※2
 88,221

※2
 85,041

その他 ※3
 100,876

※3
 89,398 105,968

貸倒引当金 △131 △121 △131

流動資産合計 619,954 605,965 599,000

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 133,036

※2
 88,276

※2
 90,941

航空機（純額） ※2
 703,550

※2
 728,343

※2
 697,714

建設仮勘定 114,415 114,955 112,850

その他（純額） ※2
 80,525

※2
 71,385

※2
 72,447

有形固定資産合計 ※1
 1,031,528

※1
 1,002,960

※1
 973,955

無形固定資産 70,967 ※2
 76,836

※2
 76,526

投資その他の資産

関係会社株式 ※2
 70,487

※2
 64,015

※2
 63,781

長期貸付金 13,477 12,194 12,471

その他 ※2, ※5
 119,171

※2
 114,596

※2
 125,764

貸倒引当金 △2,315 △1,153 △1,145

投資その他の資産合計 200,821 189,652 200,870

固定資産合計 1,303,316 1,269,449 1,251,352

資産合計 1,923,271 1,875,414 1,850,353

EDINET提出書類

株式会社日本航空インターナショナル(E04272)

半期報告書

56/80



(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の要約貸借対照
表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 270,695 290,126 274,270

短期借入金 101,998 145,107 131,767

1年内償還予定の社債 38,000 35,000 18,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 42,504

※2
 34,130

※2
 50,269

1年内返済親会社長期借入金 60,473 86,084 79,292

リース債務 － 35 －

未払法人税等 1,268 742 706

未払費用 37,157 32,378 35,306

航空運送預り金 22,482 24,950 20,446

独禁法関連引当金 11,543 － 2,003

繰延税金負債 12,453 256 15,657

その他 ※2
 134,947

※2
 164,480

※2
 132,671

流動負債合計 733,523 813,293 760,392

固定負債

社債 62,000 27,000 62,000

長期借入金 ※2
 116,178

※2
 82,047

※2
 96,927

親会社長期借入金 582,096 548,008 545,396

リース債務 － 326 －

退職給付引当金 102,463 73,136 73,350

関係会社事業損失引当金 7,626 2,217 1,934

独禁法関連引当金 － 5,835 15,210

訴訟損失引当金 － 133 －

繰延税金負債 8,634 4,037 12,563

その他 ※2
 115,707

※2
 139,520

※2
 116,845

固定負債合計 994,706 882,260 924,227

負債合計 1,728,230 1,695,554 1,684,620

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000 100,000

資本剰余金

資本準備金 25,000 25,000 25,000

その他資本剰余金 65,674 72,294 65,674

資本剰余金合計 90,674 97,294 90,674

利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却準備金 385 326 356

繰越利益剰余金 △28,049 △18 △37,227

利益剰余金合計 △27,663 308 △36,870

株主資本合計 163,010 197,603 153,803

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,163 △1,309 2,479

繰延ヘッジ損益 26,865 △16,432 9,450

評価・換算差額等合計 32,029 △17,742 11,929

純資産合計 195,040 179,860 165,733

負債純資産合計 1,923,271 1,875,414 1,850,353
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②【中間損益計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前事業年度の要約損益計算
書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

事業収益 884,905 912,928 1,735,035

事業費 705,835 759,557 1,398,879

営業総利益 179,070 153,371 336,156

販売費及び一般管理費 133,925 130,531 266,717

営業利益 45,144 22,840 69,438

営業外収益

受取利息 2,066 1,518 3,862

為替差益 10,339 － 4,618

その他 ※1
 4,655

※1
 4,182

※1
 8,454

営業外収益合計 17,061 5,701 16,936

営業外費用

支払利息 10,061 9,356 20,223

為替差損 － 1,315 －

その他 7,151 9,025 19,549

営業外費用合計 17,212 19,696 39,772

経常利益 44,993 8,844 46,602

特別利益 ※2
 7,105

※2
 45,855

※2
 16,002

特別損失 ※3, ※4
 38,405

※3, ※4
 13,826

※3, ※4
 72,626

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 13,692 40,872 △10,021

法人税、住民税及び事業税 11,271 5,242 △4,559

法人税等調整額 △13 733 1,309

法人税等合計 11,257 5,976 △3,249

中間純利益又は中間純損失（△） 2,435 34,896 △6,771
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前事業年度の要約株主資本
等変動計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 100,000 100,000 100,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 100,000 100,000 100,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 25,000 25,000 25,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 25,000 25,000 25,000

その他資本剰余金

前期末残高 65,674 65,674 65,674

当中間期変動額

合併による増加 － 6,620 －

当中間期変動額合計 － 6,620 －

当中間期末残高 65,674 72,294 65,674

資本剰余金合計

前期末残高 90,674 90,674 90,674

当中間期変動額

合併による増加 － 6,620 －

当中間期変動額合計 － 6,620 －

当中間期末残高 90,674 97,294 90,674

利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 415 356 415

当中間期変動額

特別償却準備金の取崩 △29 △29 △59

当中間期変動額合計 △29 △29 △59

当中間期末残高 385 326 356

繰越利益剰余金

前期末残高 △30,514 △37,227 △30,514

当中間期変動額

合併による増加 － 2,283 －

特別償却準備金の取崩 29 29 59

中間純利益又は中間純損失（△） 2,435 34,896 △6,771

当中間期変動額合計 2,465 37,208 △6,712

当中間期末残高 △28,049 △18 △37,227

利益剰余金合計

前期末残高 △30,099 △36,870 △30,099

当中間期変動額

合併による増加 － 2,283 －

中間純利益又は中間純損失（△） 2,435 34,896 △6,771

当中間期変動額合計 2,435 37,179 △6,771

当中間期末残高 △27,663 308 △36,870
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
　至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

前事業年度の要約株主資本
等変動計算書

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 160,575 153,803 160,575

当中間期変動額

合併による増加 － 8,903 －

中間純利益又は中間純損失（△） 2,435 34,896 △6,771

当中間期変動額合計 2,435 43,799 △6,771

当中間期末残高 163,010 197,603 153,803

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 3,070 2,479 3,070

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 2,093 △3,789 △591

当中間期変動額合計 2,093 △3,789 △591

当中間期末残高 5,163 △1,309 2,479

繰延ヘッジ損益

前期末残高 35,084 9,450 35,084

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △8,218 △25,883 △25,634

当中間期変動額合計 △8,218 △25,883 △25,634

当中間期末残高 26,865 △16,432 9,450

評価・換算差額等合計

前期末残高 38,154 11,929 38,154

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △6,125 △29,672 △26,225

当中間期変動額合計 △6,125 △29,672 △26,225

当中間期末残高 32,029 △17,742 11,929

純資産合計

前期末残高 198,730 165,733 198,730

当中間期変動額

合併による増加 － 8,903 －

中間純利益又は中間純損失（△） 2,435 34,896 △6,771

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △6,125 △29,672 △26,225

当中間期変動額合計 △3,690 14,126 △32,997

当中間期末残高 195,040 179,860 165,733
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

１．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

　移動平均法による原価法を採用し

ている。

　移動平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）を採用し

ている。

　移動平均法による原価法を採用し

ている。

　  ─────　　  （会計方針の変更）

　当中間会計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日）が

適用されたことに伴い、移動平均法

による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定している。

　これにより、経常利益及び税引前中

間純利益は、それぞれ1,345百万円減

少している。　

 ─────　　

２．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1)       ─────

 　   　

 

(2)子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採

用している。

(1)満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用

している。

(2)子会社株式及び関連会社株式

同左

(1)       ─────　

　   

 　

(2）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (3)その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法を採用してい

る。

（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

(3)その他有価証券

時価のあるもの

　　　　同左

　

(3)その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法を採用している。

（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を

採用している。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

３．デリバティブの評価

基準

　時価法を採用している。 同左 同左

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率法により、貸倒懸念債

権等の個別の債権については回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上している。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左
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項目

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

 (2)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

　会計基準変更時差異（191,880

百万円）については、15年によ

る按分額を費用処理している。

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤続期間以内の一定の年

数（14～15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理して

いる。過去勤務債務は、発生時に

費用処理している。

(2)退職給付引当金

　

　

　

同左

(2)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。

　会計基準変更時差異（191,880

百万円）については、15年によ

る按分額を費用処理している。

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（14～15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理して

いる。過去勤務債務は、発生時に

費用処理している。

 （追加情報）

　当社は、厚生年金基金の代行部

分について、平成19年3月15日に

厚生労働大臣から将来分支給義

務免除の認可を受けている。

　当中間会計期間末日現在にお

いて測定された返還相当額（最

低責任準備金）は69,566百万円

であり、当該返還相当額（最低

責任準備金）の支払が当中間会

計期間末日に行なわれたと仮定

して「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報

告第13号）第44-2項を適用した

場合に生じる損失の見込み額

は、1,452百万円である。

　当社は、平成17年10月1日より

退職金の一部について従来制度

に加え、確定拠出年金と退職金

前払に移行できる制度を導入し

ている。本移行に伴い終了した

部分に係る会計基準変更時差異

については、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第1

号）第15項に定める経過措置を

適用し、8年定額法により費用処

理している。このため、一時に費

用処理する方法に比べ、退職給

付引当金は1,177百万円減少し、

税引前中間純利益は93百万円減

少している。

（追加情報）

　当社を母体企業とする日本航

空厚生年金基金（平成20年10月

１日にJAL企業年金基金として

運営形態を変更）の代行部分に

ついて、平成20年10月１日に厚

生労働大臣から過去分返上の認

可を受け、同時に一部制度の改

定を実施している。

　この結果、当中間会計期間の営

業利益及び経常利益は955百万

円減少し、税引前中間純利益は

9,753百万円減少している。　

　平成17年10月1日より退職金の

一部について従来制度に加え、

確定拠出年金と退職金前払に移

行できる制度を導入している。

同制度の導入に伴い終了した部

分に係る会計基準変更時差異に

ついては、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第1号）第

15項に定める経過措置を適用

し、8年定額法により費用処理し

ている。このため、一時に費用処

理する方法に比べ、退職給付引

当金は989百万円減少し、税引前

中間純利益は93百万円減少して

いる。

　平成20年4月1日に当社を存続

会社として合併した日本アジア

航空株式会社の国内従業員に係

る部分については、当中間会計

期間より退職給付債務の算定方

法を簡便法から原則法へ変更し

ている。なお、これによる損益へ

の影響は軽微である。

（追加情報）

　平成17年10月1日より退職金の

一部について従来制度に加え、

確定拠出年金と退職金前払に移

行できる制度を導入している。

本移行に伴い終了した部分に係

る会計基準変更時差異について

は、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第1号）第15項に

定める経過措置を適用し、8年定

額法により費用処理している。

このため、一時に費用処理する

方法に比べ、退職給付引当金は

1,083百万円減少し、税引前当期

純損失は187百万円増加してい

る。 

　平成20年4月1日より退職金制

度の改定を実施している。この

結果、当期の営業利益、経常利益

は20,077百万円増加し、税引前

当期純損失は20,077百万円減少

している。

また、厚生年金基金の代行部分

について、平成19年3月15日に厚

生労働大臣から将来分支給義務

免除の認可を受けている。当事

業年度末日現在において測定さ

れた返還相当額（最低責任準備

金）は70,372百万円であり、当

該返還相当額（最低責任準備

金）の支払が当事業年度末日に

行なわれたと仮定して「退職給

付会計に関する実務指針（中間

報告）」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号）第

44-2項を適用した場合に生じる

損失の見込み額は、6,312百万円

である。
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項目

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

 (3)関係会社事業損失引当金

　関連事業に係る撤退等に伴う

損失に備えるため、当社が負担

することとなる損失見込額を関

係会社事業損失引当金として計

上している。

(3)関係会社事業損失引当金

　関連事業に係る損失に備える

ため、当社が負担することとな

る損失見込額を関係会社事業損

失引当金として計上している。

(3)関係会社事業損失引当金

同左

 (4)独禁法関連引当金

　当社は、世界主要航空会社間で

の航空貨物に係わる価格カルテ

ル容疑にて平成18年２月14日、

欧州貨物支店フランクフルト貨

物事業所において欧州連合独禁

当局による立入調査を受けた。

また同日、米州貨物支店ニュー

ヨーク貨物事業所においても米

国司法省より立入調査を受け

た。

　なお、上記調査に関連して米国

において提出会社を含む複数の

航空会社に対して、米国の荷主

等により航空会社間の価格カル

テル差止め、及びこれにより被

害を被ったとして集団訴訟が複

数提起されている。これら訴訟

において請求金額を特定せずに

懲罰的損害賠償等が求められて

いる。またカナダ、オーストラリ

アにおいても、集団訴訟が複数

提起されている。

  現時点ではいくつかの国や地

域（欧州連合、米国、カナダ、ス

イス、オーストラリアを含むが

これに限らない。）の関係当局

の調査が進行中であり、このう

ち米国刑事調査に係る事案につ

いて、将来発生しうる損失の現

時点の最善の見積額を計上して

いる。

　但し、今後の進展にともない、

上記見積額は増減する可能性が

ある。 

(4)独禁法関連引当金

　　当社は、世界主要航空会社間で

の航空貨物に係わる価格カルテ

ル容疑にて平成18年2月14日、フ

ランクフルト貨物事業所におい

て欧州連合独禁当局により立入

調査を受けた。この他、カナダ、

スイス、及びオーストラリア等

においても各国独禁当局より調

査を受けている。

　また、米国において当社を含む

複数の航空会社に対し、航空会

社間の価格カルテルにより損害

を被ったとして集団訴訟が複数

提起され、請求金額を特定せず

に損害賠償等が求められてい

る。この他、カナダ及びオースト

ラリアにおいても集団訴訟が複

数提起されている。

　これらのうち欧州連合当局の

調査については、将来発生しう

る損失の現時点での最善の見積

額を引き当てている。なお、集団

訴訟及び欧州連合以外の当局の

調査については、賠償金や制裁

金等の発生の可能性を含め、結

果を合理的に予測することは困

難である。

(4)独禁法関連引当金

　当社は、世界主要航空会社間で

の航空貨物に係わる価格カルテ

ル容疑にて平成18年2月14日、フ

ランクフルト貨物事業所におい

て欧州連合独禁当局により立入

調査を受け、また、同日、米州貨

物支店・ニューヨーク貨物事業

所において米国司法省より立入

調査を受けた。この他、カナダ、

スイス及びオーストラリア等に

おいても各国独禁当局より調査

を受けている。

　また、米国において当社を含む

複数の航空会社に対し、航空会

社間の価格カルテルにより損害

を被ったとして集団訴訟が複数

提起され、請求金額を特定せず

に損害賠償等が求められてい

る。この他、カナダ及びオースト

ラリアにおいても集団訴訟が複

数提起されている。

　これらのうち米国当局の調査

については、平成20年4月、米国

司法省と罰金1.1億米ドルを支

払うこと等に同意したことを受

け、相当額を計上し、また、欧州

連合当局の調査については、将

来発生しうる損失の現時点での

最善の見積額を計上している。

なお、集団訴訟及び米国、欧州連

合以外の当局の調査について

は、賠償金や制裁金等の発生の

可能性を含め、結果を合理的に

予測することは困難である。

 (5)       ─────　

　    　

 　

(5)訴訟損失引当金

  係争中の訴訟による損失に備

えるため、当該訴訟における請

求金額相当額を計上している。

(5)       ─────　

      

 (6)       ─────　 (6)       ─────　 (6)賞与引当金

　 当社は、従業員に対する賞与

について、当事業年度において

業績連動による支給を決定した

ため、支給見込額を見積もり、当

事業年度に帰属すべき金額を計

上している。
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項目

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

５．有形固定資産の減価償

却の方法

航空機

本体（含予備原動機）

 （リース資産を除く）　  

・ボーイング747型機

（ボーイング747－

400型機を除く）

定率法   

・ボーイング747－400

型機

定額法   

・ボーイング777型機 定額法   

・ボーイング767型機 定額法   

・ボーイング737型機 定額法 同左 同左

・A300－600R型機 定額法   

・MD－90型機 定額法   

・MD－81型機 定額法   

・MD－87型機 定額法   

予備部品 定額法   

上記以外の有形固定資産 定額法   
 　主な耐用年数は以下のとおりであ

る。

航空機　　13～27年

その他　　２～65年

  

  （会計方針の変更）

　当社は、法人税法改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価

償却方法に変更している。

　当該変更による営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益に与える影響

は軽微である。

 

 （追加情報）

　当社は、航空機の一部について、従

来採用していた耐用年数から残存見

積使用期間に合わせた耐用年数に変

更している。これは、当中間会計期間

において、当該資産の売却契約の締

結が確実になり、残存見積期間が従

来使用していた耐用年数と乖離して

いることが明らかになったため耐用

年数及び残存価額の見直しをしたも

のである。

　この結果、従来の方法に比べ税引前

中間純利益は2,024百万円減少して

いる。

 　　　　  ─────

　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （追加情報）

　当社は、航空機の一部ならびに一

部機種の予備部品について、従来採

用していた耐用年数から残存見積

使用期間に合わせた耐用年数に変

更している。

　これは、当中間会計期間において、

当該資産の売却契約が締結され又

は締結されることが確実になり、残

存見積期間が従来使用していた耐

用年数と乖離していることが明ら

かになったため、耐用年数及び残存

価額の見直しをしたものである。

 この結果、従来の方法に比べ営業

利益及び経常利益は380百万円減少

し、税引前中間純利益は2,805百万

円減少している。　

（会計方針の変更）　

　当社は、法人税法改正に伴い、当事

業年度より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却

方法に変更している。

　この変更による営業利益、経常利益

及び税引前当期純損失に与える影響

は軽微である。

 

 （追加情報）

　当社は、航空機の一部について、従

来採用していた耐用年数から残存見

積使用期間に合わせた耐用年数に変

更している。これは、当事業年度にお

いて、当該資産の売却契約が締結さ

れ、残存見積期間が従来使用してい

た耐用年数と乖離していることが明

らかになったため、耐用年数及び残

存価額の見直しをしたものである。

　また、一部機種の予備部品につい

て、従来採用していた耐用年数から

残存見積使用期間に合わせた耐用年

数に変更している。これは、当事業年

度において同型機種の退役時期が確

定し、残存見積期間が従来使用して

いた耐用年数と乖離していることが

明らかになったため耐用年数の見直

しをしたものである。

  この結果、従来の方法に比べ営業

利益は184百万円、経常利益は96百万

円減少し、税引前当期純損失は9,189

百万円増加している。
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項目

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

６．無形固定資産の減価償

却の方法

　

　定額法

　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

～７年）に基づく定額法

（リース資産を除く）　

　

同左

　

　

　

同左

７．リース資産の減価償却

の方法

 ─────　　 所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産　

自己所有の固定資産に適用する

減価償却方法と同一の方法を採

用している。　

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産　

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用し

ている。　

 ─────　　

８．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

 ─────　　 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。

為替予約等が付されている外貨

建金銭債権債務については、振

当処理を行っている。

(1）ヘッジ会計の方法

同左 

(1)ヘッジ会計の方法

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象及び

ヘッジ方針

　外貨建購入契約（航空機等）、

外貨建営業債権・債務（IATA

精算等）については、将来の為

替レート変動リスクを回避する

目的で、為替予約及び通貨オプ

ションを利用しており、金融負

債については、将来の為替変動

による支払額に及ぼす影響を限

定する目的で通貨スワップ取引

を利用している。

　また、商品（航空燃料）の価格

変動リスクを抑制し、コストを

安定させることを目的として、

コモディティ・デリバティブ

（スワップ、オプション）を利

用している。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象及び

ヘッジ方針

　外貨建購入契約（航空機等）、

外貨建営業債権・債務等（

IATA精算等）については、将来

の為替レート変動リスクを回避

する目的で、為替予約及び通貨

オプションを利用しており、金

融負債については、将来の為替

変動による支払額に及ぼす影響

を限定する目的で通貨スワップ

取引を利用している。

　また、商品（航空燃料）の価格

変動リスクを抑制し、コストを

安定させることを目的として、

コモディティ・デリバティブ

（スワップ、オプション）を利

用している。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象及び

ヘッジ方針

　外貨建購入契約（航空機等）、

外貨建営業債権・債務（IATA

精算等）については、将来の為

替レート変動リスクを回避する

目的で、為替予約及び通貨オプ

ションを利用しており、金融負

債については、将来の為替変動

による支払額に及ぼす影響を限

定する目的で通貨スワップ取引

を利用している。

　また、商品（航空燃料）の価格

変動リスクを抑制し、コストを

安定させることを目的として、

コモディティ・デリバティブ

（スワップ、オプション）を利

用している。
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項目

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

 (3)ヘッジ有効性評価の方法及びリ

スク管理体制

　取引は、基本方針及び定められ

た権限に基づいて行われてい

る。日常業務については、契約担

当部門及び審査組織により相互

にチェックされる体制となって

いる。

　デリバティブ取引状況は定例

的に開催される関係部長会に報

告されており、ヘッジの有効性

についても「事前テスト」及び

「事後テスト」の状況について

適時関係部に報告されている。

(3)ヘッジ有効性評価の方法及びリ

スク管理体制

同左

(3）ヘッジ有効性評価の方法及びリ

スク管理体制

同左

10．消費税等の会計処理の

方法

　消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式を採用している。

同左 同左

11．連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用している。 同左 同左
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　　　　前中間会計期間

　　（自　平成19年４月１日

　　　至　平成19年９月30日）

　　　　当中間会計期間

　　（自　平成20年４月１日

　　　至　平成20年９月30日）

　　　　　前事業年度

　　（自　平成19年４月１日

　　　至　平成20年３月31日）

 　　　　　 ─────

　

（リース取引に関する会計基準の適用）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていたが、当中間

会計期間より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月30日改正））及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が適用さ

れたことに伴い、通常の売買取引に係る会

計処理によっている。また、所有権移転外

ファイナンス・リース取引に係るリース

資産の減価償却の方法については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用している。

　これによる損益に与える影響は軽微であ

る。

　なお、平成20年４月１日前に契約を締結

した所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ている。

　　　　　　─────
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

1,259,352百万円          1,274,593百万円  1,261,084百万円

※２．担保資産 816,275百万円

(内訳)航空機 (582,425)

建物 (109,914)

機械装置 (5,707)

土地 (25,760)

有価証券 (8,894)

投資有価証券 (14,101)

関係会社株式 (14,184)

貯蔵品 (55,286)

※２．担保資産   807,945百万円

(内訳)航空機 (626,501)

建物 (64,665)

機械装置 (4,814)

土地 (25,760)

有価証券 (7,699)

投資有価証券 (6,235)

関係会社株式 (16,494)

貯蔵品 (52,824)

ソフトウェア (2,950)

※２．担保資産   795,932百万円

(内訳)航空機 (598,181)

建物 (66,918)

機械装置 (5,184)

土地 (25,760)

有価証券 (7,402)

投資有価証券 (19,269)

関係会社株式 (18,765)

貯蔵品 (52,501)

ソフトウェア (1,950)

対象長期借入金等 対象長期借入金等 対象長期借入金等

66,676百万円       55,424百万円 71,195百万円

　なお、貸借対照表に計上した債務の他に

未経過リース料が9,269百万円ある。

　また、担保提供資産には、親会社である

㈱日本航空の銀行借入金380,617百万円に

対し、物上保証に供している資産を含ん

でいる。

　なお、貸借対照表に計上した債務の他に

未経過リース料が7,306百万円ある。

　また、担保提供資産には、親会社である

㈱日本航空の銀行借入金379,840百万円に

対し、物上保証に供している資産を含ん

でいる。

　なお、貸借対照表に計上した債務の他に

未経過リース料が7,557百万円ある。

　また、担保提供資産には、親会社である

㈱日本航空の銀行借入金363,736百万円に

対し、物上保証に供している資産を含ん

でいる。

※３．流動資産その他には仮払消費税等と仮

受消費税等の相殺金額374百万円が含ま

れている。

※３．流動資産その他には仮払消費税等と仮

受消費税等の相殺金額754百万円が含ま

れている。

 　　　　　　　　─────

　４．偶発債務 　４．偶発債務 　４．偶発債務

(1)保証債務     689,178百万円 (1)保証債務     675,674百万円 (1)保証債務     667,531百万円

銀行借入金等に対する保証 銀行借入金等に対する保証 銀行借入金等に対する保証

㈱日本航空 666,391百万円

㈱ジャル　エクスプレス 10,875

従業員ローン 3,427

日本エアコミューター㈱ 3,082

日本トランスオーシャン

航空㈱
2,309

㈱ジャルキャピタル 1,722

その他関係会社　３社 1,250

その他取引先　１社 118

㈱日本航空   656,543百万円

㈱ジャル　エクスプレス 9,066

従業員ローン 2,892

日本エアコミューター㈱ 2,841

日本トランスオーシャン

航空㈱
2,068

㈱ジャルキャピタル 1,311

その他関係会社　２社 846

その他取引先　１社 104

㈱日本航空 647,140百万円

㈱ジャル　エクスプレス 9,824

従業員ローン 3,106

日本エアコミューター㈱ 2,958

日本トランスオーシャン

航空㈱
2,189

㈱ジャルキャピタル 1,310

その他関係会社　２社 894

その他取引先　１社 107
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前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年９月30日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

(2)保証予約及び経営指導念書等

29,510百万円

(2)保証予約及び経営指導念書等

      18,158百万円

(2)保証予約及び経営指導念書等

      27,557百万円

銀行借入金等に対する保証予約及び経営指

導念書等

銀行借入金等に対する保証予約及び経営指

導念書等

銀行借入金等に対する保証予約及び経営指

導念書等

㈱ジャルキャピタル 14,447百万円

㈱JALグランドサービス 7,134

日本エアコミューター㈱ 5,764

㈱ジェイエア 784

㈱エージーピー 713

その他関係会社　４社 252

その他(従業員ローン） 412

㈱ジャルキャピタル    11,464百万円

日本エアコミューター㈱ 5,088

㈱ジェイエア 660

㈱エージーピー 502

その他関係会社　２社 137

その他(従業員ローン） 305

㈱ジャルキャピタル    12,563百万円

㈱JALグランドサービス 7,792

日本エアコミューター㈱ 5,432

㈱ジェイエア 619

㈱エージーピー 607

その他関係会社　３社 177

その他（従業員ローン） 364

(3)当社は、世界主要航空会社間での航空貨

物に係わる価格カルテル容疑にて平成18

年２月14日、欧州貨物支店フランクフル

ト貨物事業所において欧州連合独禁当局

による立入調査を受けた。また同日、米州

貨物支店ニューヨーク貨物事業所におい

ても米国司法省より立入調査を受けた。

　なお、上記調査に関連して米国において

当社を含む複数の航空会社に対して、米

国の荷主等より航空会社間の価格カルテ

ル差止め、及びこれにより被害を被った

として集団訴訟が複数提起されている。

これら訴訟において請求金額を特定せず

に懲罰的損害賠償等が求められている。

またカナダ、オーストラリアにおいても、

集団訴訟が複数提起されている。

  上記立入調査及び集団訴訟等の結果、

当社の経営成績に重要な影響を及ぼす可

能性もある。現時点ではいくつかの国や

地域（欧州連合、米国、カナダ、スイス、

オーストラリアを含むがこれに限らな

い）の関係当局の調査が進行中であり、

このうち米国刑事調査に係る事案につい

ては、引当金を計上しているが、その他の

事案については、発生の可能性を含め、結

果を合理的に予測することは困難であ

る。

(3)当社は、世界主要航空会社間での航空貨

物に係わる価格カルテル容疑にて平成18

年２月14日、フランクフルト貨物事業所

において欧州連合独禁当局により立入調

査を受けた。この他、カナダ、スイス、及び

オーストラリア等においても各国独禁当

局より調査を受けている。

　また、米国において当社を含む複数の航

空会社に対し、航空会社間の価格カルテ

ルにより損害を被ったとして集団訴訟が

複数提起され、請求金額を特定せずに損

害賠償等が求められている。この他、カナ

ダ及びオーストラリアにおいても集団訴

訟が複数提起されている。

　上記立入調査及び集団訴訟の結果、当社

の経営成績に重要な影響を及ぼす可能性

もある。これらのうち欧州連合当局の調

査については、将来発生しうる損失の現

時点での最善の見積額を引き当ててい

る。なお、集団訴訟及び欧州連合以外の当

局の調査については、賠償金や制裁金等

の発生の可能性を含め、結果を合理的に

予測することは困難である。

(3)当社は、世界主要航空会社間での航空貨

物に係わる価格カルテル容疑にて平成18

年２月14日、フランクフルト貨物事業所

において欧州連合独禁当局による立入調

査を受け、また、同日、米州貨物支店・

ニューヨーク貨物事業所において米国司

法省より立入調査を受けた。この他、カナ

ダ、スイス及びオーストラリア等におい

ても各国独禁当局より調査を受けてい

る。

　また、米国において当社を含む複数の航

空会社に対し、航空会社間の価格カルテ

ルにより損害を被ったとして集団訴訟が

複数提起され、請求金額を特定せずに損

害賠償等が求められている。この他、カナ

ダ及びオーストラリアにおいても集団訴

訟が複数提起されている。上記立入調査

及び集団訴訟の結果、当社の経営成績に

重要な影響を及ぼす可能性もある。

これらのうち米国当局の調査について

は、平成20年4月、米国司法省と罰金1.1億

米ドルを支払うこと等に同意したことを

受け、相当額を計上し、また、欧州連合当

局の調査については、将来発生しうる損

失の現時点での最善の見積額を計上して

いる。

なお、集団訴訟及び米国、欧州連合以外の

当局の調査については、賠償金や制裁金

等の発生の可能性を含め、結果を合理的

に予測することは困難である。

※５．投資有価証券の一部に賃借契約を結ん

でいるものがあり、その中間貸借対照表

価額は8,000百万円である。

　　　         ────── 　　　         ──────

EDINET提出書類

株式会社日本航空インターナショナル(E04272)

半期報告書

69/80



（中間損益計算書関係）

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．営業外収益その他のうち重要なもの

受取配当金

   2,466百万円

※１．営業外収益その他のうち重要なもの

受取配当金

        1,148百万円

※１．営業外収益その他のうち重要なもの

受取配当金

          3,602百万円

 ※２．特別利益のうち重要なもの

関係会社株式売却益

     3,441百万円

投資有価証券売却益

     3,385百万円

 ※２．特別利益のうち重要なもの

関係会社株式売却益

          21,914百万円

カード使用権等許諾益

　　　　　　  23,426百万円　

※２．特別利益のうち重要なもの

関係会社株式売却益

            5,838百万円

投資有価証券売却益

            3,392百万円

固定資産売却益

           5,945百万円

 ※３．特別損失のうち重要なもの

特別退職金

     12,403百万円

独禁法関連引当金繰入額

     11,543百万円

関連事業損失引当金繰入額

     3,368百万円

 ※３．特別損失のうち重要なもの

厚生年金基金代行返上損

          8,798 百万円

　

　

　

        

 ※３．特別損失のうち重要なもの

特別退職金

          19,899百万円

独禁法関連引当金繰入額

     17,213百万円

減損損失

     9,559百万円

臨時償却費

     9,093百万円
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前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※４．減損損失

　当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上している。

※４．減損損失

　当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上している。

※４．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上し

ている。

用途 種類 場所

売却予定資産
航空機及び

建物

イギリス　ロ

ンドン市

用途 種類 場所

売却予定資産 航空機 －

遊休資産
建物及び

構築物　
千葉県成田市

用途 種類 場所

売却予定資産
航空機及び

建物

イギリス

ロンドン市

遊休資産
建物及び

構築物等　
東京都大田区　

　当社は、他の資産又は資産グループの

キャッシュ・フローから概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の

単位として、事業単位をもとに資産のグ

ループ化を行なっている。

　売却予定資産のうち代替投資が予定さ

れていない資産においては売却想定額

が帳簿価額を下回ることが見込まれて

いることにより、当中間会計期間におい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（5,273百万

円）として特別損失に計上している。そ

の内訳は、航空機2,768百万円及び建物

2,505百万円である。

　なお、これらの資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は売却契約等に基づ

いた金額を使用している。

　当社は、他の資産又は資産グループの

キャッシュ・フローから概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の

単位として、事業単位をもとに資産のグ

ループ化を行なっている。

　売却予定資産のうち代替投資が予定さ

れていない資産においては売却想定額

が帳簿価額を下回ることが見込まれて

いること、また遊休資産においては回収

可能価額が低下したことにより、当中間

会計期間において、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（665百万円）として特別損失に計上し

ている。その内訳は、航空機512百万円及

び建物及び構築物152百万円である。

　なお、これらの資産グループの回収可

能価額は正味売却価額または使用価値

により測定しており、正味売却価額は売

却契約等に基づいた金額を使用してい

る。また、回収可能価額を使用価値によ

り測定している場合には、将来キャッ

シュ・フローを3.7%で割り引いて算定

している。

　当社は、他の資産又は資産グループの

キャッシュ・フローから概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の

単位として、事業単位をもとに資産のグ

ループ化を行なっている。

　売却予定資産のうち、代替投資が予定

されていない資産においては、売却想定

額が帳簿価額を下回ることが見込まれ

ていること、また遊休資産においては回

収可能価額が低下したことにより、当事

業年度において、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（

9,559百万円）として特別損失に計上し

ている。その内訳は、航空機6,633百万円、

建物及び構築物2,771百万円、その他154

百万円である。

　なお、これらの資産グループの回収可

能価額は正味売却価額または使用価値

により測定しており、正味売却価額は売

却契約等に基づいた金額を使用してい

る。また、回収可能価額を使用価値によ

り測定している場合には、将来キャッ

シュ・フローを5.0%で割り引いて算定

している。　

　５．減価償却実施額

      51,055百万円

　５．減価償却実施額

            55,270百万円

　５．減価償却実施額

            112,445百万円

（内訳）

有形固定資産

(42,743百万円)

（内訳）

有形固定資産

(46,529百万円)

（内訳）

有形固定資産

(95,531百万円)

無形固定資産

(8,312百万円)

無形固定資産

(8,740百万円)

無形固定資産

(16,913百万円)
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（リース取引関係）

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

（通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっているもの）　

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

航空機 220,840 151,328 69,512

その他 12,586 8,848 3,738

合計 233,427 160,176 73,250

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

航空機 188,746 137,297 51,448

その他 7,773 5,049 2,724

合計 196,520 142,347 54,172

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

航空機 201,699 141,004 60,695

その他 12,187 8,952 3,235

合計 213,887 149,956 63,930

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料中間期末残高相当額 　未経過リース料中間期末残高相当額 　未経過リース料期末残高相当額

 （百万円）

１年内 20,826

１年超 55,274

合計 76,100

 （百万円）

１年内 14,596

１年超 41,701

合計 56,297

 （百万円）

１年内 18,584

１年超 47,830

合計 66,415

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

 （百万円）

支払リース料 12,599

減価償却費相当額 11,603

支払利息相当額 640

 （百万円）

支払リース料 10,695

減価償却費相当額 9,865

支払利息相当額 488

 （百万円）

支払リース料 24,042

減価償却費相当額 22,144

支払利息相当額 1,198

(4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっている。

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(4)減価償却費相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっている。

(5)利息相当額の算定方法

同左

(5)利息相当額の算定方法

同左
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前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．オペレーティング・リース取引未経過

リース料

２．オペレーティング・リース取引未経過

リース料

２．オペレーティング・リース取引未経過

リース料

 （百万円）

１年内 27,452

１年超 200,733

合計 228,185

 （百万円）

１年内 32,843

１年超 227,216

合計 260,060

 （百万円）

１年内 30,853

１年超 218,752

合計 249,605

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はない。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記

については、中間連結財務諸表における注記事項として記載している。

前中間会計期間末（平成19年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの   

  中間貸借対照表計上額  時価  差額

関連会社株式   5,628百万円   8,322百万円   2,694百万円

計   5,628百万円   8,322百万円   2,694百万円

当中間会計期間末（平成20年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの   

  中間貸借対照表計上額  時価  差額

関連会社株式    5,628百万円    5,471百万円    △157百万円

計   5,628百万円    5,471百万円   △157百万円

前事業年度末（平成20年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの   

  貸借対照表計上額  時価  差額

関連会社株式   5,628百万円   6,839百万円    1,210百万円

計   5,628百万円   6,839百万円   1,210百万円

（企業結合等関係）

　「１　中間連結財務諸表等（1)中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりである。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．当社と日本アジア航空株式会社は、平成

19年11月21日の当社取締役会及び平成19年11

月22日の日本アジア航空株式会社取締役会に

おいて、平成20年４月１日に当社を存続会社

として合併する方針を決議した。

　本合併の目的は、当社と日本アジア航空株式

会社が別会社となっていることから生じる分

離損を解消し、よりシンプルなJALグループ運

営体制を構築するためである。

　なお、平成19年３月31日時点における日本ア

ジア航空株式会社の総資産額は、22,994百万

円、純資産額は、7,445百万円である。

 　　　　　 ───── １．当社と日本アジア航空株式会社は、平成

20年４月１日に当社を存続会社として合併し

た。

　概要については、「１　連結財務諸表等

（１）連結財務諸表　注記事項（重要な後発

事象）」に記載のとおりである。

２．当社と株式会社三菱東京UFJ銀行は、平成

20年５月２日、当社の子会社である株式会社

ジャルカードの株式の一部を、株式会社三菱

東京UFJ銀行に譲渡することについて合意し

た。また、同時に、当社と株式会社ジャルカー

ド、株式会社三菱東京UFJ銀行、三菱UFJニコス

株式会社及び株式会社ジェーシービーは、ク

レジットカード事業に係る業務提携を行うこ

とについて合意した。　

(1)株式の一部を譲渡する子会社の概要

①名称　 株式会社ジャルカード

②事業内容　 クレジットカード事業 他 

(2)譲渡及び提携開始の時期

平成20年７月１日(予定)　

(3)譲渡株式数

3,950株（発行済株式総数の49.375%)  

(4)譲渡後の持分比率

50.625%

(5)譲渡及び提携による特別利益計上

見込額    約460億円　

（２）【その他】

　「第５　経理の状況　２．中間財務諸表等　(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項)及び注記事項（中間貸借対照表関係）」

に記載のとおり、当社は、米国において航空会社間の価格カルテルにより損害を被ったとして集団訴訟が複数提起されている。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

 事業年度（第58期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月26日関東財務局長に提出。

(2)臨時報告書

　 平成20年５月２日関東財務局長に提出

　 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第12号の規定

　 に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成１９年１２月６日

株式会社日本航空インターナショナル  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　洋一　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 斉藤　浩史　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 福田　慶久　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社日本航空インターナショナルの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連

結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社日本航空インターナショナル及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成２０年１２月３日

株式会社日本航空インターナショナル  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　洋一　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福田　慶久　  　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　敦貞　    印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社日本航空インターナショナルの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の中間連

結会計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社日本航空インターナショナル及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成１９年１２月６日

株式会社日本航空インターナショナル  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　洋一　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 斉藤　浩史　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 福田　慶久　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社日本航空インターナショナルの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第５８期事業年度の中

間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社日本航空インターナショナルの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成２０年１２月３日

株式会社日本航空インターナショナル  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　洋一　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福田　慶久　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加藤　敦貞　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社日本航空インターナショナルの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第５９期事業年度の中

間会計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社日本航空インターナショナルの平成２０年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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